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エネル ギー市場 の 自由化 に思 う

(財)日本エネルギー経済研究所

理事長 坂 本 吉 弘

多

』
今年3月 か ら電力,ガ スの小売市場 自由化が始 まった。石油 については既 に

自由化 が進捗 し,石 油業法の廃止 さえ議論 されている。永 ら く 「公益」の名の

下に国が市場 におけ る事業者間の利益 を予め調整す る 「護送船団方式」が終 ろ

うとしている。
"ビ

ッグバン"が 最終段階 に来た金融,証 券 界では,予 想 を越えた企業構造

の大変化が生 じている。情報通信 の分野で も,接 続料金の レベルの是非 をつ う

じて この産業分野の構造のあ り方が 内外 で問われてい る。

一般論 として市場 に競争原理 を導入す るこ とに誰 も異論はない
。 しか し、現

実の競争市場 は 「神 の見 えざる手」に導かれて均衡 が得 られ るほ どナ イー ヴな

ものではない。現実 は市場に参加 す るプ レイヤーの力 と力がぶつ か りあ うパ

ワーゲームのフィール ドであ り、時に修羅場 となる。 また忘 れてな らないこ と

は,た とえグローバ ライズ された国際市場 でも企業には明確 に国籍がついてま

わる とい うことである。 この修羅場 で生 き残 る企業 を持 った国が今度 は国際経

済秩序 の形成に際 して発言権 を持 ち,イ ニシャティヴを取 る。 ここも国力 と国

力のパワーゲー ム となる。 どの国 も1つ の業種分野に1つ でいいか ら国際競争

力のあ る企業 を持 とうとしている所以の ものである。

もうひ とつ大切 な点は自由な競争 を行 う市場には,常 に公正 な競争が担保 さ

れ るメカニズムが なければな らない とい うこ とである。 アメ リカが徹底 した 自

由競争原理 を導入で きるのは,一 方 で厳格 な独 占禁止法が存在 し,ま た独 占企

業 に対 して果敢 に斗か う強い司法省反 トラス ト局が存在す るか らであ る。永 い

歴史 もある。 アメ リカは不公正 な弱肉強食 を容 認す る社会ではない。 その よう

な制度的セ イフティネ ッ トワー クが弱 い ところで不用意に完全競争 を導入すれ

ば,社 会的公正が破壊 され る。市場 に公正 さを維持す るメカニズムが制度的に

保証 されなければ ならない。

エネルギー産業 を自由化す るにあた り留意 しなければならない大切 な二つ の

観点である。
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水素エネルギー時代への展望を語る

岡 崎 健(東 京工業大学 工学部 教授)

増 田 勝 彦(通 龍 業省 工業技術院 研究開発官)

徳 下 善 孝(新 エネルギー ・産業技術総合開発機構水素・アルコール・バイオマス技術開発室長)

岡 野 一 清((財)エ ンジニアリング振興協会研究理事WE-NET推 進室長)

司 会

福 田 健 三((財)エ ネルギー総合工学研究所WE-NETセンター プロジェクトマネージャー)
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は じ め に

司会 は じめに,本 日の座談会の趣旨を申し

ます と,地 球環境問題か らはCOP3(地 球

温暖化防止京都会議)の 国際公約により二酸

化炭素(CO2)排 出削減への対応が求め られて

お り,ま た 「ミレニアムプロジェク ト」が ト

リガーになって作動温度が800Cの 高分子膜 を

使ったPEFC(固 体高分子型燃料電池)実

用化に向けた研究開発プロジェク ト再編の動

きがあ ります。

その よ う な 中 で,水 素 エ ネ ル ギー の 重 要 性

は ます ます 高 ま り,ニ ュー サ ン シ ャ イ ン計 画

の 「WE-NET(水 素 利 用 国 際 ク リー ン ・エ ネ

ル ギー ・シ ス テ ム 技 術)」 プ ロ ジ ェ ク トも,昨

年,第II期 が ス ター トし ま し た。

そ こ で,本 日は 関 係 者 に お 集 ま りい た だ き,

水 素 エ ネ ル ギー の 将 来 展 望 に つ い て 語 っ て い

た だ こ う とい う企 画 で あ ります 。
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水素エネルギー技術開発の動向

WE-NET第II期 計画への移行

FSか ら技術開発中心に

司会 わが国の水素エネルギー技術研究開発

の現況紹介 ということで,最 初に,増 田開発

官よ りWE-NETプ ロジェク ト第II期 計画の

概要を説明願います。

増 田 近年,地 球温暖化対策の重要性が認識

され,CO、 をまった く排出しない水素が,将 来

の燃料 として脚光 を浴びています。

工業技術院のニューサ ンシャイン計画 で

は,現 在の動 きに先駆け ること6年,再 生可

能エネルギー によ り製造す る水素 を軸 とし

た,グ ローバルなエネルギーの製造,輸 送,

利用を行 う水素社会の夢 を描 き(図1参 照),

岡 崎 健 氏

(轟 工業大学 工学部)

WE-NETプ ロジェク トの第1期 計画 として

平成5年 度から10年度 まで,実 現に必要な要

素技術の研究開発 と,水 素導入のグラン ドデ

ザ インのいわばフィージビ リティスタディを

実施 しました。

エネルギーを取 り巻 く情勢は,第1期 開始

〔水素製造(再 生可能 エネル ギーの豊富 な地域)〕

⑳
　むな　　な

璽 一
水力発躍

一/

→一郎 亜匪 賢
送電 水電解

メタノ　ルー

量
水素液化

液体水素

ノ
皇

貯蔵タンク

〔海上輸送〕 〔エネルギー需要国〕

奪 雀♀嫁 婁 難
改質

水 素 ガス、液 体水 素 胴■レ燃 料 電池 自動 車 、水素 燃 焼 ター ビン 、燃 料 電池 、コジェネレー ション、航 空機 、民 生 用 燃料

図1WE-NETシ ス テ ム の 概 念
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表1WE-NET計 画 第1期 と第II期 の 研 究 開 発 テ ー マ

WE-NET第1期

(1)全体 システム

①概念設計

②安全対策 ・評価技術

③ その他(導 入効果推定,国 際協力)

(2)水素製造技術(PEM*水 電解)

(3)水素輸送貯蔵技術

①大量輸送 ・貯蔵技術(液 体水素)

②分散輸送 ・貯蔵技術(合 金)

(4)水素利用技術

①水素燃焼 ター ビン

② その他 利用技術(調 査)

(5)革新的 ・先導的技術

WE-NET第II期

(1)水素利用技術

①動力発生技術(水 素ディーゼルコジェネ)

②水素 自動車 システム

③純水素燃料電池

④水素供給 ステーシ ョン

(2)水素製造技術(PEM水 電解)

(3)水素輸送 ・貯蔵技術

①液体水素輸送 ・貯蔵技術

②低温材料

(4)分散輸送 ・貯蔵用水素吸蔵合金

(5)革新的 ・先導的技術

(6)システム評価

① システム評価

②安全対策

CO2回 収対応型 クローズ ドター ビン

研究開発 第1期

*PEM:水 素イオン交換膜

時の平成5年 から現在 までに大 きく変化 して

います。水素エネルギーについても,当 時は

まだ 「夢」のエネルギーであった段階から,

現在は近 い将来 「現実」の世界に間違いな く

入 り込んでくる段階にきています。

平成11年 度か ら始 まったWE-NET第II期

計画ではこうした状況変化を踏 まえて,第1

期のフィージビリティスタディ(FS)の 段

階から技術開発 中心にシフ トしています。表

1は 第1期 と第II期 の研究開発テーマの比較

を,表2は 第II期 の各研究項 目の 目標 を示 し

たものです。

また,第1期 から第II期 への移行 に際して

は,産 業技術審議会評価部会に設置された水

素利用国際 クリーンエネルギー システム技術

研究開発評価委員会 による外部評価 を受けま

した。第II期 計画ではこの評価委員会の提言

を大 きく取 り入れてお ります。

燃料電池 自動車が牽引する

水素エネルギー利用

司会WE-NETの 展開は,今 のお話の とお

りですが,水 素エネルギー利用技術の開発は,

やは り水素燃料電池 自動車の開発が トリガー

にな り,全 体 を引っ張 っている状況か と思い

ます。 この辺 りの全体像について簡単に紹介

していただけますでしょうか。

岡野 最近,水 素燃料電池 自動車への期待 は,

過熱気味 とも言えるほど高まっています。 も

っと冷静に見るべ きでしょうが,確 かに各国

でその技術が著 しく進んできています。

燃料電池 自動車の燃料は,純 水素,メ タノ

ール,ガ ソ リンの3つ に可能性が考 えられま

すが,そ れぞれに一長一短があります。燃料

源の多様化が叫ばれる中で何 にするかは,そ

れぞれの短所が今後の技術開発によりどれだ

け改善できるかによって自動車メーカーが決

めることになるでしょう。1996年 以降,世 界

では純水素車 とメタノール車を合わせて約25

4 季報エネルギー総合工学



表2WE-NET第II期 研究開発項 目および目標

研究開発項目 第II期 の目標 (参考)最 終的な目標 【実用化時期 】

(1)水素利用技術

①動力発生技術 水 素 デ ィーゼ ルエ ン ジン(100kW 水 素 デ ィー ゼ ル エ ン ジ ン

級単筒機)技 術の確立 (600即 級 シス テ ム)

送電端効率(HHV基 準):約45%

総合効率(HHV基 準):85%以 上 【中期】

②水素 自動車 システム ・燃料系システムの要素技術開 同左 【短期】

発
・供 給 ス テー シ ョ ン と組 み 合せ

て技術実証

③純水素供給固体高分子 定 置 用30～50kW燃 料 電 池 同左 【短期】
型燃料電池 送電端効率:約45%(HHV

基準)(LHV基 準 で約50%)

④水素供給 ステーシ ョン 供 給 能 力:30Nm3/h 300Nm3/h【 短 期 】

(実用規模は この10倍)

(2)水素 製造技術 ・水 素 供 給 ステ ー シ ョン(電 極 同左 【短期】

面積1000cm2,積 層型)へ の 応

用
・積 層化電解槽 ・積層化 電解槽

電極 面 積:2500cm2 電極 面積:10000cm2以 上

電流 密 度:1A/cm・ 電 流密 度:1～3A/cm・

効率:90%以 上 効率:90%以 上 【長期】

(3)水素輸送 ・貯蔵技術

①液体水素輸送 ・貯蔵技 (期II期 での内容) 液体水素輸送 ・貯蔵技術 の確立 【長期】

術 要素技術開発

②低温材料 (第II期 での 内容) 低温材料の開発 【長期】

低温材料 デー タベースの拡充等

(4)水素分散輸送 ・貯蔵用水 有効 水素 吸蔵量:3重 量% 同左 【短期】

素吸蔵合金 放 出温度:100℃ 以下

5000サ イ クル時の性能 が初期の

90%以 上

(5)革新的 ・先導的技術 (第II期 での内容)

革新的 ・先導的水素製造,輸 送 ・

貯蔵,利 用技術の調査

(6)シ ステ ム研 究

① システム評価 (第II期 での内容)

水素導入戦略の検討

②安全対策 (第II期 での内容)

安全評価手法の確立

注)〈 実用化 時期〉:本 研 究開発において 「最終的な 目標」 を達成 した研究開発成果の実用化が期待 される

時期

〈短期〉:2010年 頃までに成果の実用化が期待 できるもの

く中期〉:2010年 ～2020年 頃の間に成果の実用化が期待 で きるもの

く長期〉:2020年 ～2030年 頃の間に成果の実用化が期待 で きるもの

種類の試作車が開発 され発表 されています

(参考 図2。1996年 に トヨタ自動車が発表 し

た燃料電池 自動車)。 しか し,燃 料選択の結論

はまだ出てはいません。

海外では,試作実験車の開発だけではなく,

水素燃料電池車を市内で実用する実証プロジ

第23巻 第1号(2000) 5



エク トが増えてきています。ただし,圧 縮水

素を搭載 した燃料電池車や水素エンジン車は

走行距離が長 くな く,バ スで250km程 度,バ

ン・小型車で200km以 下が現状 ですので,そ の

範囲内で実用上問題ない用途に限 り,一 部実

用化が始まっているところです。

海外におけ る水素の実証プロジェク トの顕

著な動向は,燃 料電池バス と水素エンジンバ

スの導入です。燃料電池バスは,シ カゴ,バ

ンクーバー,ド イツのオーベルス トドルフの

3都 市で既に市バスに使われてお り,今 年中

には ドイツのベル リン,エ ルランゲン,ア メ

リカのパームスプ リングス,サ ンフランシス

コベイエ リヤなど7都 市に広が ります。

さらに北欧,中 南米にも広が る気運が出て

います。

このような公共バスによる燃料電池車の導

入は,都 市の環境政策の一環 として可能であ

り,ま た水素供給ステーションの数 もさほど

必要 とせず建設が比較的容易ですので,小 型

車 も含めた,燃 料電池車全体の市場導入の先

導的な役割 を果たす意味で,極 めて重要 と思

います。

バス以外のやや トピック的なプロジェク ト

として,昨 年末か らロン ドンで水素燃料電池

のバンが公園管理用の実用車に使い始められ

てお り,こ としは郵便局,ス ーパーマーケッ

トでも使用され ます。アメ リカでは,燃 料電

池車50台 を使 う,カ リフォルニア ・フユーエ

ル ・セル ・パー トナーシップとい うプロジェ

ク トが今秋か らサクラメン トを中心 としてス

ター トします。心配されていた水素供給ステ

ーションも,既 に世界で10カ所 ぐらい,来 年

には20カ 所近 くに増える予定です。

このような世界的動向の中で,日 本がやや

遅れているのが気掛 りです。

増田 わが国でも,WE-NETに おける研究

開発の短期 目標 としましては,自 動車 という

切 り口が中心です。

/'

/

出所:ト ヨタ自動車資料

図2燃 料電池 自動車の一例
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一長一短ある車への水素搭載方式

WE-NETが 進める水素吸蔵合金

司会 海外における燃料電池 自動車の導入状

況紹介の中で,燃 料選択は未だ結論が出され

ていないとの話があ りました。

そのため,WE-NETで は燃料電池 自動車

への燃料搭載は,水素ガスを多量に吸い込み,

また必要に応 じて取 り出す ことができる水素

吸蔵合金による方式を想定 して,関 連技術の

開発 を進めています。

WE-NET第II期 では,水 素吸蔵合金の有

効水素吸蔵量が3重 量%,水 素放出温度100℃

以下を目標に新合金開発を進めています。そ

れを含めて,水 素貯蔵技術の最近の状況をお

願い します。

岡野 燃料電池 自動車に水素 をどうい う形で

搭載す るかは大 きな問題でして,実 用化の成

否を握っていると思います。現在,世 界で開

発中の方法は,大 別 して4種 類です。

1つ は,一 番簡便な圧縮水素ボンベによる

搭載です。実用化が容易なので,世 界で5種 類

の車が実用に供 されています。しか し,水素の

搭載量が少な く走行距離が制限されますので,

海外では現状25メ ガパスカル(約250気 圧)の

基準圧力を35メ ガパスカル(約350気 圧)に 上

げて,搭 載量すなわち走行距離の増大 を図る

動 きがあり,そ れができれば圧縮水素ボンベ

方式はかな り有望になる可能性があ ります。

2つ 目は,ヨ ーロッパで今盛んに行われて

いる液体水素搭載です。これは,エ ネルギー

密度が高 く,長 距離走行が可能 という大 きな

メリッ トがある一方,-253℃ の液体水素を取

り扱 う上でボイルオフガスの処理 とか,液 体

水素 をつ くる時に要する電力エネルギー とか

の問題があるわけです。ですけ ど,長 距離走

行のニーズが強 く,液 体水素に対す るアレル

ギーが少ないヨー ロッパでは,意 外 と早 く実

用化される可能性があると思います。

3っ 目がWE-NETの 水素吸蔵合金。安全

性か らいえば,最 も理想的な貯蔵形態でして,

特にわが国のような国情には合 っていると思

いますが,吸 蔵量がいかんせん少なく,差 当

って現状の1.5倍 ぐらいに増やさないと,搭載

量不足の問題があ ります。 しかし,少 しずつ

研究成果が出つつあ り,3重 量%の 目標が必

ずしも夢ではない見通しです。

4つ 目の方法は,最 近出てきているナ トリ

ウム化合物などの化学的水素化物 で,水 と反

応させて車上 で水素 をつ くる技術 です。アメ

リカやわが国でも研究が行われています。

この ように,多 くの方法がありますが,い ま

だに決め手になるものはありませ ん。我々 と

しては,水素吸蔵合金に期待 しています。先の

こととしては,カーボンナノチューブなどの炭

素系の吸蔵材料の研究が開始 されています。

水素の搭載方法にはそれぞれ一長一短があ

り,1つ で万能の方式はな く,最 終的には車

の用途に応 じた使い分けになると思います。

司会 第II期 では,水 素エネルギーの導入 を

目指 し,最 終段階で水素 自動車の公道走行試

験が組 まれています。わが国の場合,乗 用車

が主体 にならざるを得なかったのですが,世

界の動向か ら見て,別 のオプションもあるよ

うに思 うのですがいかがで しょうか。

岡野 デモンス トヒー ションをや るとき,な

にが一番や りやすいか,効 果があるか という

ことを考える必要があ ります。

一般大衆が購入す る小型車は,自 動車 メー

カーが死活 をかけて開発 を進めてお ります
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増 田 勝 彦 氏

(講 難 工業技術院)

が,普 及するにはまだ時間がかか ると思いま

す。水素 自動車が一番早 く市場導入され,か

つ市民の啓蒙に役に立つのは,や は り公共機

関で使われるバスだ と思います。

海外の状況 を見ます と,バ スの開発 とその

デモンス トレーションに関 しては,民 間企業

だけではな く国や州政府の環境管理部門と一

緒になってプロジェク トを実施 してお り,特

にアメリカではDOE(エ ネルギー省)と,

カ リフォルニアのCARB(大 気資源局)の

ような環境管理機構が,必 ずペアになって推

進 しています。 日本の場合は,導 入の先導 と

なるバスの開発が行われておらず,残 念です。

もっとも,ア メリカで も,バ スは開発費をか

けて開発 しても乗用車 ほど量産 され ませ ん

し,採 算見込みが悪 いことから,バ ス会社が

自から進んではや っているわけではな く,政

府が中心 となっています。

このような状況 を見ます と,わ が国に とっ

てもバスや ゴミ収集車など公共性の高い車両

のデモンス トレー ションを将来やれ るとよい

と思います。

各国政府 レベルによる

水素エネルギー導入策

司会 世界では燃料電池 自動車を牽引車にし

て,か なり多面的な展開が行われていますが,

その中で,州 政府 も含めた政府レベルでの取

り組みはどういう状況でしょうか。

徳下 国レベルでの取組で一番の話題は,ア

イスラン ドでしょう。 自国の再生可能エネル

ギー を,水 素 を使って輸 出商品にしたいとい

うことで,ヨ ーロッパのシェルを含めてい く

つかの企業が参画 してや ってお り,私 どもも

大 きな関心 を持って見ています。

ドイツでは,連 邦政府よ りむ しろバ イエル

ン州などの州政府が活動に熱心です。例えば,

先ほど岡野さんか ら話 もあ りましたが,そ れ

以外にもミュンヘ ン空港水素プロジェク トで

は,水 素供給ステー ション,空 港内でのバス,

構内用の自動車などに,BMW,マ ンなどの

企業が参画 し,州 政府の補助金 をもらいなが

ら,実 用化に向けての実証試験などをやって

きてお り,先 日には,ダ イムラー も参加 とい

う情報 も入ってきています。 ドイツはこうい

う面では非常に熱心です。

アメリカの場合は,特 にカ リフォルニアで,

先ほど話が出ました燃料電池パー トナーシッ

プのプロジェク トとか,ゼ ロエ ミッション ・

ビークル・プログラム ともいえるPNGV(新

世代 自動車共同開発計画)を 進めてお り,グ

リーン自動車の導入の一環で燃料電池自動車

のプログラムを進めています。

カナ ダ自身は豊富 な水 力資源があ る一方

で,送 電系統の安定性に若干の問題 もあ り,

水素 をエネルギーキャ リアとして利用する新

たな形 も考えているようです。
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フランス,イ ギ リスも,そ れぞれ独 自な形

で進 め て い ます が,欧 州 全体 で"Carof

Tomorrowプ ロジェク ト"と して,ク リー ン

自動車の導入のための研究開発,普 及事業等

を実施 しています。

司会 このように各国では,州 政府レベルも

含めて,政 府支援のいろいろなプロジェク ト

が進んでいます。わが国の場合,WE-NETが

あ りますが,水 素エネルギーに対す る政府政

策の中での位置づけについてお願いします。

増田 政府は,い ま,科 学技術会議の もとで

策定された 「科学技術基本計画」の見直 しを

進めています。通産省では,そ の一環 として,

2010年 を1つ のターゲッ トに,さ らにそれ以

降も含めた 「産業技術戦略」を作成しました。

その中では,重 要技術課題 として 「水素エ

ネルギー技術」が明示 されています。 しか し,

技術開発段階以降の導入 ・普及対策の検討は

これからです。

通産省 は,WE-NET以 外にも様々な技術

開発を既に進めてお り,あ るいは始めようと

していて,今 度の「ミレニアムプロジェク ト」

の中でも 「燃料電池普及整備基盤事業」の計

画があ ります。

水素 エネルギー技術開発の特徴 と課題

トータルで考えなければならない

水素の環境寄与

司会 次に,最 近の水素エネルギー技術開発

に関す る特徴点,問 題点をお話 ししていただ

き,そ の後,若 干のディスカッションをした

いと思います。

岡崎 水素は,化 学エネルギーとして極めて

ユニー クな性質があ ります。使 い方による環

境影響への差異 をはっきりさせないまま,ク

リーンのイメー ジだけが一人歩きしている感

があ ります。そうい う意味で,水 素エネルギ

ーの技術開発 を考 えるとき,利 用体系の中で

水素エネルギーの位置づけをまず明確 にして

お く必要があ ります。「水素はクリーンなエネ

ルギー源ですか」 とよく聞かれる質問には,

「状況によって評価は違います」 と答えざる

を得ません。「水素は燃えたら水になるからク

リーンです」 と,こ ういう単純 なイメージで

は決 してありません。

水素 は,2次 エネルギー という視点が大切

です。 ということは,つ くるときの1次 エネ

ルギーか ら考 えた トー タルで,従 来以上に高

効率なのかを議論 しなければいけません。例

えば,ガ ソリン燃料エンジン自動車 を1次 エ

ネルギーか ら考 えます と,ト ータルの効率で

は13%程 度です。話題の燃料電池自動車の場

合 には,水 素の固体高分子燃料電池の効率 を

50%ぐ らい としますと,ト ー タルの効率は30

数%で,燃 費3倍 が実現 します。それでも30

数%な のです。燃料電池が自動車の場合にこ

れほどホットになるのは,現 在の自動車の効

率が低いからなのです。

定置型発電装置 としての燃料電池の総合効

率が30%程 度でしたら,CO2削 減の意味は出

てきませ ん。 しか し,小 型分散型利用ではコ

ジェネ と結びつけて,エ ネルギー利用率 を上

げた使い方が可能 とな り,水 素 を利用 した地

球環境保全への寄与が出て来ます。 自然エネ

ルギーで水素 をつ くればいい と思われがちで

すが,当 面は量的寄与はあまり期待 できませ

ん。
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このように,ど のような視点で考 えるかに

よって,水 素利用の意味が大 きく変 わること

を理解 してお く必要があ ります。

1つ の町,村,島 をきれいにするのであれ

ば,ほ かの所でつ くった水素で自動車 を走ら

せれば,そ この土地はきれいに,す なわちロ

ーカルクリー ンにはな ります。しか し,CO2問

題はグローバルな量の問題ですから,水 素を

つ くるときからの正味の効率アップがなけれ

ばな りません。

しか らば,水 素の製造に再生可能エネルギ

ー を使えばいい とな りますが,量 的寄与の有

無が問題です。グローバルな量が問題で,再

生可能エネルギーは,わ が国の現状です と,

1次 供給エネルギーの うちの1.1%,太 陽光発

電です と,そ のまた500分 の1ぐ らいです。現

状の100倍 になったとして も%の オー ダーに

いきません。これは再生可能エネルギーを否

定するのではな く,極 めて重要だとい う前提

の上で,地 球環境問題に関する水素の意義 を

考 えるとき,や は り量的な寄与を正 しく捉え

てお くことが重要 ということです。

燃料電池自動車がホットな話題である大 き

な理由は,わ が国のCO、排出量の うち約20%

が自動車起源で,大 きな割合 を占めているこ

とです。 もし効率が倍にな ります と,10%の

削減にな り,大 きな量的寄与が期待で きるか

らです。

反面,水 素エネルギーの開発では,岡 野 さ

んも言われましたが,燃 料電池 自動車だけが

過熱 して一人歩 きし,あ たかも水素利用技術

のすべてのような印象を与えている面があ り

ますが,WE-NETの 当初に議論 されたよう

に,水 素 を使 うか らこそ総合的な高効率化が

可能 となるシステムを考 え るこ とが重要 で

す。このような例はほかにもあるわけです。

いずれにせ よ,水 素の利用は,小 型分散移

動型である燃料電池自動車によりまず市場導

入がなされると思いますが,大 型集中定置型

で水素 を大量利用する水素燃焼ター ビンが,

長期的な水素利用技術 として大事なことを申

し上げてお きたい と思います。

徳下WE-NETの 研究開発では,当 初,水 素

は再生可能な水力資源などからつ くることを

考えていましたが,最 近の燃料電池自動車の

開発では,天 然ガスや石油系燃料の改質水素

を利用する方向 も進めていただければ と考え

ています。そこでは,全 体 システムの絵姿が

必ずしもまとまっていないようで,CO、 排出

量やエネルギー効率 といったLCA(ラ イフ

サ イクルアセスメン ト)の 検討 ・評価が少な

いようです。コス トに次いで検討すべ き課題

であり,熱 心に研究 されている方 もいますの

で,WE-NETの 作業 と連係 をとりなが ら進

めていただければ幸いです。

燃料電池自動車は,や は り今 日の社会の要

請にかなった ものであ り,イ ンフラ整備 を含

め,技 術開発の速やかな推進が重要 と思って

います。

WE-NETの 第II期

水素社会への段階的移行の第一歩

増田WE-NET第II期 の特徴 は,前 述の表

2に あ りますように,水 素の分散型利用で短

期間に実用可能な技術 の開発に重点 を移行 し

ています。水素の大量製造,大 量輸送 ・貯蔵,

大量利用に関す る技術 は,長 期的課題 といた

しました。水素の大量集中使用の形 をとる水

素燃焼ター ビンの実用化には,水 素供給のイ

ンフラ整備が海外 を含めて必要にな ります
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が,そ れには数10年 程度の年月がかか ります。

また,水 素が使われていない今 日の社会か

ら,一 足飛びに水素社会への移行は考えられ

ません。水素が燃料 として社会に浸透 してい

く過程は,例 えば工場か らの副生水素や天然

ガスを改質 した水素 を利用 した,燃 料電池 を

始め とした分散型電源か ら始まると思われ ま

す。多地点で独立に水素が使われ,そ れが面

的に広が り,徐 々に社会に浸透 したあ との必

然的結果 として水素の大量供給体制の基盤が

整 うことにより,真 の水素エネルギー社会に

移行 してい くものと考 えられます。

第II期 計画をご覧になれば,こ のようなシ

ナ リオの下での計画であることがおわか りい

ただけ ると思います。

徳下WE-NET第1期,6年 間の成果の特

徴 を挙げます と,1つ が水素燃焼タービンの

技術開発において,将 来の水素エネルギー社

会につな ぐ端緒の技術開発 をなしたこと。2

つ目には国内に水素エネルギーに関する技術

的基盤が整理され,い くつかのシナ リオ分析

に より議論 を喚起 す るべ一ス をつ くれた こ

と。3つ 目が,高 い国際的評価 を博 したこと

であります。

その意味で,WE-NET第II期 では水素エ

ネルギーの導入,普 及へ一層の足掛か りをつ

かみたい と思っています。

岡野 水素エネルギー導入の初期には,1次

エネルギーに化石燃料 を使 うにして も,と に

か く実績 をつ くってい くことが必要 と考えま

す。一般 にメタノールとか,天 然ガスか らの

水素 を当面使用することが考えられています

が,い つまでもその体制のままで進め るのは

問題で,究 極的にはクリーンな水素の使用に

向けて努力 をす る必要があ ります。まさに

e

●

〆、
y

徳 下 善 孝 氏

(新 エネルギー・産業技術総合開発機構水素・アルコール・バイオマス技術開発室長)

WE-NETの 思 想 で,こ れ を忘 れ て は い け な

い と思 い ま す 。

水素燃焼タービン技術開発の今後のあり方

ニーズを先取 りする研究開発

実現 させたい水素燃焼タービン

司会 水素燃焼 タービンは,水 素の特徴 をう

まく使 った技術で,WE-NET第1期 の大 き

な成果 との話があ りました。その扱いが,第

II期ではCO2回 収対応型クローズ ドター ビン

(以下,CO2タ ービン)の 開発に移行する展開

になっています。その辺の経緯,今 後の技術

開発のあ り方について伺いたいのですが。

増田WE-NET第1期 で進めてきました水

素燃焼 タービン要素技術の研究成果 を基にし

て,燃 料は水素から入手が容易な天然ガスに

切 り替 え,ク ローズ ドサイクル,純 酸素燃焼

などの基本 コンセプ トはそのまま引き継 ぐ形

で,平 成11年 度より,CO2タ ービンの研究開発

第23巻 第!号(2000)
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をWE-NETと は別プロジェクトとして着手

してお ります。基本的には,将 来はこのCO2タ

ービンで得 た研究開発成果 を水素燃焼ター ビ

ンに生かしてい くことを考 えています。(図3

参照)

そこで,水 素燃焼ター ビンの研究開発を中

断 してCO2タ ービンへ移行 した理由をお話 し

ます。

1つ は,COP3対 応が政府のエネルギー

政策の最優先課題になってお り,2010年 までに

実現させ るためです。水素燃焼ター ビンに使

用す る大量の水素が入手可能になる時期は,

水素供給基盤の制約か ら最大限の努力をして

も2030年 か ら40年 ごろと見込まれ,2010年 に

は実現困難 と考 えられ ます。一方,CO2タ ー ビ

ンでは燃料が現在で も出回っている天然ガス

なので,早 期に実用化することがで きます。

第2に は,CO2タ ー ビンのシステムには,純

酸素一天然ガス燃焼制御,非 凝縮ガスを含む

水蒸気凝縮器など,天 然ガスを燃料 とするこ

とによる独特の開発要素 はあ りますが,タ ー

ビン翼冷却技術,遮 熱 コーティング(Ther-

malBarrierCoating,TBC)技 術,ク ロー

ズ ドシステムの成立性の検証 など,こ のCO2

タービンで研究開発する技術 を水素燃焼 ター

ビンの開発に引 き継いでいけるためです。(図

4参 照)

司会 第1期 における水素燃焼ター ビンの開

発成果は世界的に評価 され,WE-NETプ ロジ

ェク トがブェノスアイレスで開催され第12回

世界水素エネルギー会議において国際水素エ

ネルギー学会賞 を受賞す る元になりました。

嗣知〉 ブレイ トンサイクル

キンサイクル

注:(水 素)*は 水素燃焼 ター ビンの とき

図3CO2回 収 対 応 ク ロ ー ズ ド型 高 効 率 ガ ス タ ー ビ ン

回即 ・・1

出所:NEDO資 料
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図4水 素燃焼タービンとCO2回 収クローズ ドタービンの研究構想

このような水準にまできているWE-NET

の基本コンセプ ト,そ れに第1期 で上げた要

素技術開発の成果 も,で きるだけ早期 にWE-

NETの 研究開発の中に戻 し,水 素燃焼 タービ

ンの完成までや ってみたい気がしますが。

岡崎 第1期 の成果を早期に本来のWE-NET

に結びつけたい ということ以上に,第II期 で

中断があっても,第1期 でせ っか く挙げた成

果 を忘れることなく持続 してほしいことです。

水蒸気雰囲気下での水素一酸素安定燃焼,

生成ガス中の非凝縮ガス,つ まり残留酸素あ

るいは水素の低減などの技術について得 られ

た成果 を,忘 れないようにすることが重要だ

と思います。

徳下 プロジェク トとしては水素燃焼ター ビ

ンか らCO2タ ービンに実質変更になったわけ

ですが,WE-NETが 指向す る社会は当然な

が ら水素燃焼タービンを必要 としています。

そして,WE-NETが 世界水素エネルギー会

議 より賞をいただいたのは,水 素燃焼 タービ

ンの研究成果 とその世界的貢献への期待の高

さからであ り,この水素燃焼ター ビン技術は,

ひとりWE-NETの 誇 りにとどまちず,日 本

の誇 りです。 この実現 を図るための ドライビ

ングフォース といいますか,決 定要因は,社

会が必要 とする水素エネルギーの姿にあ りま

す。技術開発は,本 来,社 会のニーズに合致

したものであらねばならず,そ れにはニーズ

のあと追いでな く,先 取 りが求め られます。

司会 燃料電池自動車 をトリガーにして,水

素利用 を燃料電池が先導 しているとい う話で

すが,過 熱の言葉があ りましたようにあまり

に強過 ぎます と,発 電技術すなわち燃料電池

と受け取られかねません。燃料電池の導入が

始 まる段階で,大 容量のタービン技術の存在

や重要性が忘れられ るような状況にならない

か と危惧 していますが。

岡野 ター ビンは,大 量の水素エネルギー を

使 って発電 をする唯一の大容量発電装置で

す。燃料電池は,確 かに数多 くつ くればある

程度のパワーにはな りますけれども,普 及す

るものはたかだか数1000kW程 度かそれ以下の

ユニ ットです。将来の電力需要を賄 うという

意味では,集 中発電用数10万kW級 の大容量の

タービンと,分 散発電用燃料電池の双方を適

所 に配置して,電 源の多様化 を図 ることが必

要だと思います。 そうす ることにより,水 素

エネルギーを発電分野において極めて有効に

利用することができると思います。

実用化への課題

水素の特徴を生か した利用 に向けて

司会 水素エネルギーの実用化のために克服

第23巻 第1号(2000)
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すべ きバ リア,課 題,問 題についてのお考 え

を伺 いたいと思います。

岡崎 水素エネルギー実用化のために解決す

べ き課題は,利 用サイ ドと供給サイ ドとに分

けられます。

利用サイ ドでは,ま ず固体高分子燃料電池

の高性能化 と長寿命化です。いま,技 術がか

なり進んで きてお り,バ ラー ド社で出力密度

が6年 間に12倍 の向上 とい うブレークスルー

がありました。そうします と,電 気化学的な

問題だけではな くて,熱 的な問題 もネ ックに

なってきてお り,固 体高分子燃料電池では,

膜の性能アップと長寿命化 とともに,熱 除去

の問題 を含めたシステム技術の高度化が重要

になると思います。

固体高分子燃料電池では,先 ほどの繰 り返

しにな りますが,自 動車でこれほどクローズ

アップ してきましたのは,今 の自動車でのエ

ネルギー利用効率が極めて低いことによりま

す。

発電装置として見た場合,石 炭火力の効率

が40%程 度にきていますか ら,燃 料電池の高

効率化 といっても,1次 エネルギーから計算

します と,と ても40%に は届かず,そ こでの

メリットは出てきません。

ですか ら,小 型分散型の固体高分子燃料電

池が,家 庭用,病 院用,ホ テル用の規模 で出

て くるとすれば,そ れはコジェネと結びっい

た形でしかあ り得 ません。その とき,固 体高

分子燃料電池の廃熱は80℃ 程度ですから,給

湯には適 していますが,吸 収式冷凍機による

冷暖房の使用には使いやすい温度レベルでは

ないわけです。小型分散移動型と呼ばれる自

動車用に対 して,小 型分散定置型では,コ ジ

ェネと組み合わせたシステムの開発が大 きな

テーマになって くると思います。

長期的な利用サイ ドでもう1つ 重要なのは

水素燃焼ター ビンです。この技術は,完 成は

していませんが,大 きく進歩 しました。大事

にしてほしい という程度ではな くて,す べ き

だと思っています。

供給サイ ドでは,水 素供給ステーションが

第II期 の1つ の メインテー マになっていま

す。メタノールやガソリンの形での自動車へ

の供給ではなくて,最 終的には純水素供給で

いかなければ,水 素の本来のメリットが出て

きません。水素供給ステー ションにおける水

素の製造は,水 電解 と天然ガスか らの改質の

2つの方式で進めています。また,実 際にステ

ーションをつ くって自動車に水素 を供給 して

みれば,改 めていろんな問題が発生して くる

と思います。 さらに,大 量供給システムの具

体的考 え方について も着手するべ き段階にき

ていると思います。

さらに水素の供給量増大に対応して,ス テ

ップ ・バイ ・ステ ップでいかなる供給システ

ムを描いてい くか,そ こにハー ド的な問題が

あるのかないのか,こ れこそ国のやるべ き仕

事だ と思っています。

今 までは燃料 としての水素利用についてお

話 しましたが,そ れとは別に,例 えば,電 力

負荷平準化 システムの媒体 としても利用可能

で,余 剰電力により水電解で水素 を製造 し貯

える。ピー ク時にはこの水素で燃料電池を使

用 して発電する。水電解 と発電の両方ができ

る固体高分子可逆セルを用いれば,シ ステム

の小型化 も可能 となる。これは水素をエネル

ギー源 として使 うのではなく,水 素が物質 と

して持っ特異な性質 を生か した電力負荷平準

化 システムです。

一14一
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賀

岡 野 一 清 氏

(纏藤ジ禧脇 欝 劉

水素の特徴 を生かせば,水 素利用技術にい

ろいろな広が りがあ り,そ の辺 まで視野に入

れて考 えてい くべ きと考 えています。

水素エネルギー導入に不可欠な

コス トの低減

司会 コス トの問題が次の話題になります。

実 はWE-NET第II期 計画づ くり議論の 中

で,開 発 目標 としてのコス トの概念 をどう入

れるか という議論があ りました。水素の実用

化のための水素エネルギー コス トと研究開発

上のコス ト目標の問題の両方 を含めて,コ ス

トの問題をどう考えるべ きか を伺 いたい と思

います。

岡野 普及に向けての最後の課題は,製 品 コ

ス トです。コス トは,技 術 と関連深い もので,

自動車用燃料電池を例に とります と,現 時点

では,キ ロワッ ト何百万円ですけ ど,量 産す

ればキロワッ ト1万 円にな るこ とを期待 し

て,そ こで止まっていますが,実 際には量産

効果のみでな く技術 改良 を伴わなければ100

分の1ま でのコス トダウンはできないでしょ

う。技術改良のアイデアは,私 の経験です と,

実際に製品をつ くり,動 かしてみ るところか

ら生まれます。フィール ドテス トを何 回も繰

り返 し,改 良 し,動 か し,ま た改良す る。こ

の繰 り返 しによって問題点が抽出され,ま た

新 しいアイデアが生 まれてきて,コ ス トも下

が り,実 用に供 しうる技術が確立で きると思

っています。

技術 そのものは,あ る程度試行 を繰 り返せ

ば実用域に達 しますが,最 後に残 るのはコス

ト低減で,そ こは技術改良 とフェーズを合わ

せていかないと達成が難しいと思います。

増田 コス トについては,本 来は環境対応 も

含めたLCA的 な発想の広義のコス トと合わ

せて評価 しなければいけませ んが,い ま岡野

さんが言われた,環 境負荷 コス トを考慮 しな

い狭義のコス トを下げなければ,現 実問題 と

して市場には入 り得 ません。

技術開発によるコス ト低減 とともに,導 入

の インセ ンテ ィブを与えて導入普及 を促進

し,狭 い意味での コス トに何 らかの形で補助

す る制度,こ れは長期継続は無理ですか ら,

量産効果が期待で きる価格のところまで補助

す ることは必要でしょう。

先ほど,100分 の1の コス トダウンは容易で

ないと言われましたが,実 は太陽電池では25

年間に100分 の1の 低減 を達成 しています。量

産効果のみならず大 きな技術的ブレー クスル

ーがい くつ もあったことによるもので,容 易

ではありませんが,決 して無理だ とは思 って

いませ ん。

徳下 国には,導 入促進のための補助金制度

があ ります。

商品化当初の高 コス トは,補 助金がその一

部 を負担す ることで実質の市場価格 も低下
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し,普 及への大 きな力 となっています。普及

拡大が進めばコス トダウンが図られ,補 助金

なしでも市場性のある商品にな ります。国が

NEDO(新 エネルギー ・産業技術総合開発

機構)を 通して実施 している導入促進事業は,

そこに着眼点があるわけです。我々研究開発

側は,そ こに至るために必要な技術や研究開

発 をや らねばならないと思っています。

増田 要す るに,普 及拡大 とそれによるコス

トダウンの良循環が始 まるまでもっていかな

ければいけません。補助金でそれを加速 して,

あとは自立的に補助金 なしで進むまで,技 術

で何 とか もっていきたいと思 っています。

WE-NETは,そ もそも研究開発 のプ ロジ

ェク トでして,実 用化 はもちろん念頭に置い

ていますが,実 用化段階になってか らの施策

までは含 まれません。このため,将 来は研究

開発 と普及促進の有機的連携が必要になって

きます。

実用化を目指 した戦略

定量的で具体的な

最終目標 とマイルス トーンの設定を

司会 今 までにWE-NET第1期 の成果に対

して,中 間評価,プ レ最終評価,最 終評価の

3段 階の評価 を受けてお り,そ こでは目標に

到達するマイルス トーンの設定が重要 という

指摘 を受けています。 その辺についてのお考

えを伺 いたいのですが。

増田 評価では,WE-NETの 計画 には最終

目標 となる水素エネルギー社会の絵はあるけ

れ ども,具 体性に欠け るとしています。評価

で指摘 されているのは,ま ず達成すべ き最終

目標 を挙げ,次 いでそこに至るマイルス トー

ンごとに解決すべ き研究課題 を示す ことで

す。一般の人にもわか りやす く,定 量的な提

示が求められています。

そして,最 終 目標 となる水素エネルギー社

会は,既 存の技術 の敷桁ではな くて,新 たな

構想による理想像 であるべ きで,そ こか ら途

中の各段階では何 を開発すべ きか,そ して最

終的に,現 在は何 をなすべ きか という具体的

なシナ リオを書 くことを求めています。 まず

目標あ りき,と いう意識改革です。

司会 水素エネルギー社会は30年 ぐらい先の

話で,か なりの不確定要素があります。一方,

WE-NETは1つ のシステムイメージを描い

ているわけで,そ の限 りでは極めて定性的な

わけです。構想そのものは極めて前向きに と

らえられていますが,最 終 目標に至るロー ド

マップを明確 に描 きづ らいというのが,現 実

的な我々の悩みでもあるわけです。

徳下 第1期 の最終評価で方向が示されまし

たが,一 方で我々はWE-NETの 研究開発 を

与えられた条件の枠内でや らなければな りま

せん。先ほども述べ ましたが,社 会のニーズ

に先ん じて研究開発 しなければ,ニ ーズに応

えられないし,ニ ーズに間に合いません。そ

うい う意味では,第II期 では,目 標 とする水

素エネルギー社会,例 えば 日本のエネルギー

需要量に占める水素の割合,そ れによ り削減

可能なCO2排 出量,そ して社会構造の中に水

素エネルギーを利用 した燃料電池,自 動車,

さらには水素燃焼ター ビンなどをどの程度導

入す ることになるのかを描いていかなければ

いけない し,そ れによって第III期のマイルス

トーンがで きてい くと思っています。
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岡野 目標 を立てるには,技 術開発の所要期

間,必 要なインフラ整備 などが関連 します。

水素利用の研究開発は,地 球環境対策に向け

たものですから,何 年 ごろにどれだけの水素

を導入するかをまず決めるべ きで しょう。 そ

うす ると,そ れまでに,ど のような技術 を開

発 して利用す るかになるわけです。その目標

が今のところあ りません。アメリカには,2010

年 までに0.2Quad*の 水素 を都市 ゴ ミのガ ス

化 とバイオマスか らつ くる計画になっていま

す。それに合わせて,DOE(米 国エネルギ

ー省)の プロジェクトで都市 ゴミのガス化の

技術開発をや ってるわけです。 このように,

何年にどれだけ水素 を入れるとい う目標があ

れば,そ れに間に合わせ て技術開発 をや るこ

とになります。技術開発のスピー ドは,開 発

資源の投入の仕方によって,あ る程度調整は

可能ですから,元 になるエネルギーの導入ス

ケジュールがはっきりすれば,マ イルス トー

ンはうまく設定できるか と思います。

岡崎 第1期 の 「サブタスク7一 水素利用技

術」の中で,極 端 な例のケーススタディを1

つやっています。人口30万人,エ ネルギー的

にも経済的にも独立性の高いある地方中核都

市 を例に して,置 換が可能なエネルギー をす

べて水素に変 えた都市像 をスタディー してみ

たわけです。CO2の 正味削減量はどの ぐらい

か,海 外から港にタンカーで水素が運ばれて

きた ときのボイル ・オフ量,港 湾にある水素

貯蔵施設から今のガソリンスタン ドに相当す

る水素供給ステー ションへの水素配送方法,

タンクロー リーなのか コンテナなのか も全部

*Quad(ク オ ッ ド)は 米 国 特有 の熱 量 単位

1Q=10isBtu=1.055ExaJ
=1 ,055×10i8J

含めてや りました。

マイルス トー ンは,不 確定要素が多いと明

確に描けないということで,極 限的な例 とし

ての水素社会都市像 を定量的に描いてみたわ

けです。この結果は,水 素社会に至 る中間シ

ナ リオを考える上で役に立つ と思います。

徳下 今,日 本での水素の供給可能量 とか,

受け入れ可能な社会構造などの基本的データ

づ くりや分析 を体系的にや っている ところ

は,残 念ながら,WE-NETし かあ りません。

となれば,WE-NETは 研究開発,技 術開発

が主のプロジェク トですが,そ ういうデータ

整備,シ ステム提案などもこれか ら取 り入れ

るべ きか と思います。通産省の産業技術戦略

の中で水素エネルギーの研究開発の推進は謳

われていますが,「 水素」をエネルギー需給構

造の中でどう位置づけるかは明確 でありませ

ん。私 どもは,水 素プロジェクトとして米国

DOEの 「水素プログラム」のような明確 な

政策の下でWE-NETを 実施す ることを希望

しますが,我 々 自身がまずそのための地道な

努力 を重ねることが大切なのだと思います。

WE-NETの 長期構想 と課題

実証 したいハー ドの安全性

環境付加価値の コス ト認識 も

司会WE-NET第II期 計画では,短 期,中 期

の実用化 を目指 したテーマが中心にな りまし

たが,水 素をキャ リア とす る再生可能エネル

ギーの供給利用 システムを構築 してい くとい

う長期構想については,WE-NETの 課題の

点か らどうお考 えでしょうか。

第23巻 第1号(2000)
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福 田 健 三 氏

((財)エ ネル ギー総合工学研究所WE-NETセンタープ ロジェ クトマネージャー)

岡崎 短期 ・中期なら目標 を具体的に定量的

に定めて技術開発 を進め ることができますの

で,中 間シナ リオをきちん とつ くることが重

要だ と考 えています。第II期 は確かにその線

で希望にかなった方向といえます。

問題 としては,実 用化にはフィージビ リテ

ィースタディーだけではだめで,ハ ー ドを含

めたデモンス トレー ションをや ることによ

り,新 たなシステム上の問題点 を抽出する方

法論が,単 に技術開発上だけでなく,社 会的

にも重要 と考 えています。一般の人たちは,

「水素は恐い」とい うイメージを持 ってお り,

それを払拭するために もデモンス トレーショ

ンが必要で,自 動車が何の問題 な く,ク リー

ンに動 くことを示せば,ず いぶん印象が違っ

てきます。

ですか ら,第II期 で一一1$大事 なのは,事 故

を起 こさないことで,そ のため,安 全サイ ド

の設計でい くべ きだ と思います。

戦略的には,短 期 ・中期のマイルス トー ン

を置 くにして も,や は り重要 なのは長期 の目

標です。そこでは地球温暖化問題への対応 と

しての水素利用技術の導入があります。す ぐ

にコス ト面を云々する人がいますが,こ のコ

ス トはCO,の 削減,地 球温暖化防止 とい う付

加価値取得のための投資 という考 え方で当面

は認識すべ き問題 と思います。燃料電池自動

車か らの導入が始 まるのでしょうが,導 入量

が増えればコス トが低下 し,そ れに見合 った

社会が成立 してい くというス トー リーになる

と思います。

未利用エネルギーに商品価値を

世界に向けたWE--NETの 紹介 も

徳下WE-NETシ ステムにおけ る水素 は,

エネルギー資源ではな くエネルギーキャリア

です。その1次 エネルギーをどこか らいかに

持 って くるのかの議論はよくされますが,具

体 的な ものをWE-NETで は示せ ない訳 で

す。そのため肝腎な水素エネルギー社会構築

のための資源確保 という課題に議論が到らな

い場合が多いのです。この点について見方を

変えます と,自 然エネルギー資源は地球上に

偏在 してお り,今 まで地域的に未利用だった

エネルギー資源を,水 素 をエネルギーキャ リ

アとして日本に もって くることにより,1次

エネルギー源 として商品価値が生まれる国も

世界にはあるわけです。WE-NETの 仕事の

範囲を越えると思いますけ ど,そ ういう所 と,

ODA(政 府開発援助)と か,国 際協力のレ

ベルに止 まることな く,純 粋に商行為 として

エネルギー売買ができるところまで,こ れか

らはや っていかなければな らないと思 いま

す。そういう意味で,こ のWE-NETプ ロジェ

ク トの活動の紹介 と国際協力の観点を広 く世

界に発信 してい くのが重要 だ と思 っていま

す。
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可能なものから取 り組みたい

国際間のデモンス トレーシ ョン

司会 岡崎先生がおっしゃったデモンス トレ

ーションという観点か らは
,国 際間に跨るエ

ネルギー輸送システムのデモが 日本には必要

です。やは りできるだけ早い時期 に,そ うい

うモデル実証をやっていきたい と思います。

第1期 でも,対 カナダの関係であるところま

でいきましたけれども,先 方の事情で潰れた

ケースもあ りました。今のところ,現 実に,

例 えばアルゼンチンのパタゴニアの風力開発

で,フ ィー ジビリティ ・スタディ ・レベルで

すが,共 同研究の申し入れが きています。WE

-NETの 枠組み内でどのように取 り組めるか

は検討 を要 しますが,現 実にその可能性はゼ

ロではあ りません。で きれば早い時期 にそう

いう可能性 も追求 したいと思います。

岡崎 か りに量的には少な くても,そ ういう

グローバルなシステムをできるところか ら取

り組んでいくべ きではないでしょうか。ただ

その場合,自 然エネルギーで水素 をつ くって,

CO、排出が減 りますよとい う単純なス トー リ

ーではなく,量 的にどの ぐらい導入 したらど

の ぐらいの寄与があるかをきちん と押 さえて

お くことが大切 です。

徳下 そのような議論が本当に必要であ り,

量を含めた議論が大切 と思います。

早期の実現に 規模の縮小や

市民が肌身で感 じる安全利用の体験も

岡野 一般の多 くの方々は,WE-NETが 描

くような世界的規模で水素導入が果 して可能

なのか と,懐 疑的だと思います。ですか ら,

水素導入の現実的な,具 体的な方策,例 えば

エネルギー源の具体的調査 を行 って,短 期導

入のタイ ミングの予測,水 素の利用可能量と

か,ま た,実 現可能な水素製造法や輸送 ・貯

蔵法などを示すことが必要 と思います。

また,WE-NETの 最終構想の実現 までに

は30年 を越す年月を要するとか,シ ステムの

建設コス トは何千億円,あ るいは,1兆 円近

くかかるとかの問題があります。思想は同 じ

でもシステム規模 をいま少 し縮小 し,実 現が

容易なや り方があるのではないか と思われま

す。20万m3の タンカーをつ くらず とも,5万

m・でもいいわけです。開発費を節減 し,で き

るだけ早期 に,小 規模 でいいか らクリーンな

水素エネルギー社会 を実現する道 を考 えたら

と思います。そして,自動車や燃料電池の大々

的デモンス トレーションをやって実用化技術

を育成すると同時に,多 くの市民に水素が安

全に利用できる実用可能なエネルギーである

ことを見せ,身 をもって体験 してもらうこと

ができれば良い と思います。

安 全,ク リー ン の イ メ ー ジづ く りに

定 量 的 ・科 学 的 な説 明 を

水素 エネルギー時代への展望

司会 それでは,最後に,水素エネルギー時代

への展望 を,そ れぞれの方のお考えをまとめ

るという意味合いで,一言ずつお願いします。

岡崎 先ほどか ら話に出ています社会的受容

性は,安 全に してクリーンのイメージづ くり

に尽 きると思います。そのクリーンなイメー

ジというのは,目 先の,水 素が燃えたら水に

なるか らクリーンだ というだけの説明ではな

第23巻 第1号(2000)
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く,WE-NETの 研究開発によ り得 られ た成

果か ら,CO2の 削減量を定量的に,科 学的に易

しく説明 して一般の人々に納得 してもらえる

ような努力をす ることが必要 と思います。

洗い直 したいバイオ ・石炭か らの水素製造

水素が核 となるシステムづ くりの夢も

岡崎 わが国の水素エネルギーは,自 動車か

ら入って くるのは確かですけれども,そ れに

伴 って,水 素の導入量が増えてい きます と,

水素の製造,供 給をどうす るかの問題で,ま

ず水力 というス トー リーがあ り,そ れから再

生可能エネルギー利用を組み合 わせていかな

ければな りませんが,水 素製造の他のオプ シ

ョン,例 えば,バ イオマスや石炭からの水素

製造なども含めて,き ちんと考えてお く必要

があろうと考えます。

なお,私 の研究室では特にバイオマスか ら

の水素製造を可能にす るためのガス化の研究

を行い,計 算によればよい反応条件が見つか

っています。実験で実証 しようとしていると

ころです。

水素社会では,水素利用 を核 として,新 しい

エネルギー源 としてだけではな く,マ テ リア

ルの リサイクルまで含めて化学物質 として水

素 を利用す る必要があると考えます。水素 を

化学物質だとか,ク リーンなエネルギー媒体

だとか分けるのではな く,2つ の使い方を相

互に行 き来 した,し かもいろいろな産業 をそ

ういう形で有機的に結びつけたようなシステ

ムができないか。そうなれば,そ の中で水素

を核に した社会のイメージづ くりが可能にな

ると思います。突拍子 もない話になりました

が,そ こまで発展させて,水 素利用の技術開

発の位置づけを考えます と,夢が出てきます。

将来的には負荷の大きい環境分野

身近な効果の期待にごみ収集車

徳下 ひとつの事例 として,ジ ェット機の燃

料をすべて液体水素にしたい という夢を持っ

ています。これは,超 長期のテーマの1つ で

あり,航 空機による地球環境への影響 はあま

り議論 されていませんけれども,多 数の航空

機が成層圏を含めて飛行 します と,早 晩いろ

いろな問題が発生 して くると思います。今の

は事例的に申したもので,環 境負荷の大 きな

分野に積極的に水素 を取 り込むシステムを築

きたいと思 っています。

バスに利用する話がありましたが,都 市で

はむ しろ燃料電池使用のゴ ミ収集車が面 白い

か と思っています。というのは,都 市部のご

み収集は,い ずれ早朝,深 夜になると思いま

すが,現 在のごみ収集車は結構 うるさいので,

そのとき静かな自動車が求められ,ご み収集

車の社会的受容性 に対 して結構大 きな効果が

あるか と思います。そうなれば,多 くの人が

水素 自動車に対す る親近感 を増す ようにな

り,大 きな期待感を寄せています。

また,先 ほども話があ りましたが,都 市 ゴ

ミやバイオマスか ら水素 を製造するような,

少量で もいいから水素 をキーワー ドとした1

つのシステムを構築 していきたいと考 えてい

ます。それが,ヘ ビーデューティーなところ

につながるのであれば,大 きないいインパ ク

トを与えていけると思います。

「夢」か ら 「現実」へ

増田 水素の認知 は,科 学者,技 術者の世界

ではWE-NETプ ロジェク トの展開によ り広

まっているのですが,や は り社会一般にはま
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だ夢のもの と思われています。道の りは長い

ですが,と にもか くにも水素が認知されてい

くことが必要で,そ れによって,将 来,水 素

の大量導入に結びつ く大きな ドライビングフ

ォースになるもの と考 えます。 したがって,

水素 を世の中で何 とか認知 してもらうために

も,WE-NETが 各段階でなし得た技術 開発

の成果を実用化す ることが必要です。

地球 にや さしい再生可能エネルギーは,残

念なが ら地域に偏在する,気 象条件に左右さ

れる,密 度が低い等それぞれに固有の欠点が

あ ります。再生可能エネルギーをメジャーな

エネルギー源 として使 うためには,こ れ らの

欠点 を補 うため,何 らかの形で貯蔵 し,輸 送

し,高密度で利用するすべが必要 とな ります。

このためには,人 類は水素 というものを利

用 していかなければな りませ ん。WE-NET

第II期 計画は,第1期 計画 と比べ短期 での実

用化 を目指 した研究が中心になっています。

しか し,WE-NETで は最終的には水素 をメ

ジャーな2次 エネルギー として使用する水素

社会 を念頭に置いていることに変わ りはあ り

ません。水素が段階的に社会に浸透すること

によって,将 来の真の水素社会に到達する現

実的な道筋に沿った研究開発 を実施すること

にした ものです。

この意味で,WE-NETは 「夢」か ら「現実」

に方向転換 したのです。短期での分散利用技

術の実用化はその第一歩であると考えていま

す。

司会 そろそろ時間が参 りました。申し残さ

れたことも多々あろうか と存 じますが,こ の

辺で終 りにさせていただきます。

本 日は どうもあ りが とうございました。

第23巻 第1号(2000)
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〔内外技術紹介〕

日本 における廃棄物処理新技術 と

エネルギー利用の方向

富 ・囎

鞍
鴫.つ^

平 山 直 道(東 京都立大学 名誉教授)∠6》

鵠銘圏鵠雛鍍鵠⑳圏鵠鵠銘鵠鵠舗鵠舗銘鵠諾銘麗⑳鵠鴎鵠鵠⑳麗鵠鵠鵠飴舗鵠盤鵠

1.廃 棄物行政 ・処理技術の目標の変遷

廃棄物処理の近代化は昭和30年 代後半に始

まったが,そ のころの第一の 目標は処理 ・処

分設備の充実 と公害の防止であった。その後,

これだけでは使い捨ての習慣はな くならない

との反省から,環 境 ・資源保護,エ ネルギ回

収を目標 に加えるようになった。それでも不

十分で,廃 棄物の減量 ・資源化 ・再利用を問

題にす るようにな り,さ らにそれを可能にす

るには,生 産の段階までメスを入れ,廃 棄時

を考えて製造することを目標 とするようにな

った。そのような観点か ら家電製品や自動車

に リサイクルの義務 を負わせようという考え

に発展 し,最 近は消費者 とともに結局廃家電

や容器包装の リサイクルも含めて,製 造者処

理責任 を負わされる時代 となったのである。

とはいっても全ての廃棄物が再利用できる

わけでないので,依 然 として一部の廃棄物に

対 して,あ るいは数回リサイクルされた後の

廃棄物に対 して処理が必要 となる。 このよう

な条件下で現在考えられ るうちで最 も環境に

負荷の少ない新 しい技術 としてガス化溶融が

浮上 し,同 様 にエネルギー回収の新技術 も切

望 されている。本報告は,こ の線に沿って述

べ られている。

2.ガ ス化溶融開発の狙いと経過

焼却に関連する環境影響のうち排ガス中の

有害物質は極力減少 させることが可能 となっ

たが,排 ガスの処理に乾式を用いようと湿式

を用いようと,排 ガス中か ら除去された有害

物 は結局ばい じん(電 気集塵器,う か式集塵

器,機 械集塵器,湿 式集塵器に捕集 された灰

やスラッジ)に 集 まる。従来,こ れ らは焼却

灰(焼 却ばいじん以外の主 として炉下部か ら

取 り出される灰)と 混合排出され処分 されて

いたが,な かに含 まれる重金属類は適当なア

ルカリ性のため水酸化物などになって安定化

されている場合 も多かった。 しか し,従 来か

らも酸性雨 の影響 で溶 出す る心配があった

が,近 年,塩 酸ガス除去のためアルカ リ性の

粉末を混入するようになってから,ば い じん

もアルカ リ性が強 くな り過 ぎ,特 に鉛などが

溶出する例が多く見られるようになった。欧

州各国では1990年 前後か ら,ば いじんはその

ままの埋立処分が禁止されるようにな り,厳

しく管理 されることになった。わが国におい

ても,焼 却炉の排ガス処理装置から排出され

た飛灰やスラッジ,い わゆる"ば い じん"が

'91年に特別管理廃棄物 に指定 された
。ただ

し,こ の時点では灰に吸着されたダイオキシ
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ンへの対策が十分でなか ったので,現 時点で

言えば重金属,ダ イオキシン等全ての有害物

を考慮 した包括的な対応が必要 となる。

ばいじんの処理基準によると,そ の処理方

法 としてはセメン ト固化,溶 融固化(溶 融の

結果生 じたばいじん 一 溶融飛灰 一 や汚泥

の処理を含む),薬 剤による溶出防止,お よび

酸その他による重金属抽出安定化などとされ

ている。

しか しながら,こ れ ら処理の方法には留意

すべ き点 も多い。セメン ト固化 あるいは薬品

処理については,処 理後の製品が長期間酸性

雨に曝された とき,あ るいはそ うでな くて も

一般の経年変化 に対 して
,フ ォローする必要

がある。薬品による重金属抽出 もその抽出効

率によっては残った重金属,あ るいは,抽 出

沈殿物に吸着含有 されるダイオキシンの問題

がある。溶融固化についていえば,固 化物は

安定である場合が多いが,溶 融物の冷却水の

処理が重要 であ り,ま た高濃度の重金属 を含

む揮散物質の処理法を確立することを忘れて

はならない。

しかし,飛 灰安定化法の4方 法中,溶 融が

もっとも信頼性が高い。溶融飛灰が発生する

がその処理 ・資源化 も見通 しがついた。焼却

灰 まで溶融すれば減量化 の効果は 目覚 ま し

く,溶 融物 も再利用すれば埋立て面積が極小

化できる。 しか も現在処分地入手難の自治体

が多 く,今 後も処分地の獲得難は好転 しそう

にない。溶融ガス化の元になった熱分解技術

は,元 々ダイオキシンの制御 も楽でしかも廃

ガス量が少ない特徴があるが,開 発当時ダイ

オキシン問題 も表面化せず,溶 融の要求 もな

かったので実現に至らなかった。 しか し,今

や利点がはっきりと浮かび上がってきた。

3.初 期('70か ら'80年 頃)に お け る開 発

あ るい は技 術 導 入 の 状 況

日本において廃棄物処理の近代化が効果を

上げ中都市以上には焼却炉が整備された昭和

45年(`70)頃 か ら,廃 棄物 を資源化すべ しと

の世論が高まり,全 国的に主として燃料化 を

目的 とした熱分解技術の 自己開発あるいは国

外からの技術導入(導 入後 日本のごみで実証

し,部 分的に 自己開発する例が多い)が 開始

された。

日本における開発の1つ の中心は通産省工

業技術院の資源再生利用技術 システムに関す

る大型プロジェク トωで,① 荏原製作所の二

塔流動層によるガス化プラン トと,② 日立製

作所 グループの単塔流動層による油化のプラ

ン トが含 まれていた。

なお,民 間の開発で実用 まで漕 ぎ着けたも

の として,③ 月島機械 は下水汚泥への応用か

ら出発 し,40t/dの 宮城県岩沼プラン トでごみ

を用いて実証 した後,'79年 に船橋市に450t/d

のプラン ト(2)(図1)を 建設 した。④ それ と相

前後 して製鉄の高炉技術に近い溶融熱分解技

術(直 接溶融)が 出現 し,日 本における新 日

鐵方式(釜 石市に建設)(3),⑤ 米国の環境保護

庁(EPA)が 推進 し昭和電工(後 昭和ユ ノッ

クス)が 導入したピューロックス ・システム

(秩父市に建設)(3)がそうである。

4.灰 溶 融 技 術(4)

まず,従 来技術のうち焼却灰 を燃料,電 気

等のエネルギーを用いて溶融する技術 を概説

する。一般にいえば,エ ネルギを使 う欠点は

あ りながら安定な設備 となっている。
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4.1燃 料による灰溶融固化

前節において もコー クスなどを用いた直接

溶融炉を説明した。 これ も燃料 を用いる方法

であるが,ご みをそのまま直接溶融燃焼させ

る設備に属する。本節では,燃 料を使 う溶融

炉の うち焼却後の集 じん灰や焼却灰 を溶融す

る設備について述べ る。 コー クス ・ベ ッ ド式

溶融設備は,も ともと下水スラッジの溶融の

ために開発 された方式である。これが新 日鐵

によって焼却灰溶融に適用 され,愛 知県東海

市の焼却炉の灰溶融用に建設された(15t/d×

2)。 その他の例 も多いが省略する。コー クス

のほかに必要に応 じて石灰石 を入れて塩基度

を調整する。

フィルム溶融方式は,灰 溶融設備 としても

っとも早 くか ら実際に用 いられた設備であ

る。主要 なものはクボタの回転円錐面式(図

2)と,タ クマなどの傾斜面式である。いず

れの場合 も灰層の表面で溶融が行 われ るの

で,灰 に接する炉壁は耐火物の損耗が起こ り

に くい。

4.2電 気エネルギによる溶融方式

電気エネルギー を用 いて溶融する方式には

アーク炉,電 気抵抗炉,誘 導加熱炉,プ ラズ

マ炉がある.最 初に実用になったのは,東 京

都 で長期運転中のアーク炉(図3)で ある。

その他の炉 もそれぞれ特徴があ り,各 社は焼

却灰用に開発 し実用になり,あ るいは実用に

備 えている。
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5.ご みの持つエネルギーによる溶融炉

5.1溶 融焼却炉

(1)灰 溶融炉付 き焼却炉

フォン・ロール社 などで開発 した方式では,

第1次 燃焼段階(通 常の機械式ス トー カーや

キルン)に おいて酸素不足で高温炭化燃焼を

行わせ,第2次 の燃焼段階における未燃ガス
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と,残 った炭素 と灰の混合物 を酸素によって

溶融燃焼させ るが,溶 融のエネルギー として

ごみの保有熱を用いることになる。従 って,

焼却灰 も含めて全量溶融す るのに向いてい

る。 日本で石川島播磨重工業(IHI)に よって

開発され,愛 知県衣浦において実稼働 中の溶

融炉付 きの ロー タ リー ・コンバ スター(図

4)(5)もこの種類に属する。このほかにロータ

リーキルン式で燃焼か ら溶融 まで一気に行 う

方式 もある。産廃等でカロリーの高い場合あ

るいは熱量 を補給すれば,適 用可能である。

5.2熱 分解ガス化溶融炉

熱分解 には ごみ を外部か ら加熱す る方式

(外熱式)と,ご み内部で部分燃焼させ る方

式(内 熱式)と ある。

(1)外 熱式乾留ガス化溶融炉

三井造船一 シーメンス方式(図5),タ クマ

一シーメンス方式が もっ とも早 く導入され,

ごみは予備的な破砕処理 をした後,ロ ータ リ

ーキルン状の乾留ガス化設備に入る。キルン

中には間接加熱用の多 くの管群があり,LPG

等の燃料 を用いた燃焼ガス(ド イツ,シ ーメ

ンス)あ るいは後述の溶融炉廃ガスによって

加熱された空気(日 本,三 井造船)を 通 して

廃棄物を450℃ 程度の温度 まで間接加熱乾留

する。そこで発生 した可燃ガスは溶融炉に導

かれて燃焼 し,乾 留物は金属,瓦 礫類を分離

した後,微 粉炭の燃焼装置 と同様のバーナー

を用い溶融炉中で燃焼 し,溶 融炉内は1300℃

に達 し灰分は溶融 スラグとなって排 出され

る。廃ガスの処理は種々の選択が可能である

が,ば いじんと酸性ガスに対 して2段 の乾式

処理 をした後,乾 式の触媒脱硝 を行 うように

なっている。同 じ処理量の焼却炉 より排ガス

量が40%程 度少ないので有利である。三井造

船の実証プラン トにおいては,既 に ドイツで
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実証 された熱分解や溶融の特性 を日本のごみ

で実証するとともに,新 しい試みとして,熱

分解熱源 としての高温空気の加熱用に安定 し

たセラミック熱交換器(二 重管構造で外管が

セラ ミックス製)を 採用 して自熱溶融 を目指

し,排 ガス再循環によ り廃熱損失の軽減 と排

ガス量の減少 をね らった(6)。溶融炉は,内 面に

耐熱キャスターを持つボイラー水冷壁に保護

されている。 また,ド イツでは事故が報道さ

れたのに対 し,三 井造船 においては実証試験

の経験によ りチャー冷却設備 を水冷式 ドラム

タイプ とし,不 燃物分離設備中のチャー微粉

砕設備 を付加 し,チ ャー ・レベル計 を改造す

る等,種 々の変更が必要なことが分かったが,

他は概 して問題はな く,溶融は極めて安定 し,

公害防除もダイオキシンを含めて ドイツにお

ける規制値 と同等以下であった という。 日本

において既に2基 受注 し建設中である。九州

八女市の240t/dプ ラン トは完成試運転中であ

る。

三井造船の他にタクマ(株)も シーメンス

社 と提携 し,既 に熊本 に廃車のシュレ ッダ

ー ・ダス トの溶融熱分解炉 を完成 し実稼働 中

である。 また,福 岡市に一般廃棄物用の実証

炉 を作 り,既 に実証 は完了した。熱的にはほ

ぼシー メンス社 と同様であるが,チ ャーの冷

却,レ ベル計測,運 転制御などにはタクマ独

自の改良が多い。 いずれも安定な運転が得 ら

れたといえる。

キルン式ガス化溶融熱分解方式に属する方

式で,純 国産のIHIと クボタとの共同開発に

よるものがある。キルン部分の開発はIHIに

よるもので,3個 の ドラムを内蔵 して伝熱面

を増や し,効 率 を上げる方式である。溶融部

分はクボタが既に燃料式溶融炉に開発 したも

ので,ガ ス化溶融炉用 としても十分の性能 を

発揮 している。愛知県の知多市に実証炉が建

設された結果によると,全 体 として安定運転

性能が優れ,シ ステムの熱効率 もよい。通常

の都市ごみでエネルギ無添加単独の長時間運

転の実績 もある。ごみの予備乾燥装置が付い

ているので,ご み質が少々変動 しても安定な
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運転が可能であった。実証段階を終え,実 炉

への応用 を準備 している。同様のキルン炉で

東芝一PKA方 式は実証が進行中である。

もう一つの外熱式 として川鉄一サーモセレ

ク ト方式がある。サーモセレク ト社は,外 熱

式のシ リンダー内にごみを圧入加熱する方式

で,シ リンダー中で外熱によ り熱分解 を行 い,

ガスと炭化 した物を直接溶融炉に供給 し,必

要に応 じて天然ガスや酸素 を用 い,主 として

COと 水素よ りなる燃料 を生成 し,不燃物 を溶

融金属 とスラグにす る方式を開発 した。北イ

タ リヤのフォン ドトチェに処理能力100t/dの

実証炉 を作 り,既 に3年 以上の運転実績があ

る。最近,千 葉市の川鉄工場内に300t/d(150

t/d×2)の プラン トを建設 し,実証 と実稼働 を

目指 している。

(2)流 動層(内 熱)式 ガス化溶融炉

もう一つの熱分解炉の選択 として流動層方

式がある。流動層を持つ熱分解炉において部

分的な燃焼を行い,層 温を500な いし600℃ 程

度にして燃焼加熱用空気の一部だけを送 ると

熱分解が行 われる。廃棄物の持つ発熱量の一

部を熱分解炉で使 うので,溶 融炉本体の熱収

支上はい くらか不利である。 しか し,流 動層

か ら発生する可燃ガスとチャー(未 燃炭素分

と微粒子の灰分)は ともに飛び出し分解炉外

に取 り出され,不 燃物は舗によって砂から容

易に分離でき,キ ルン式のように高温のチャ

ーの着火を防止しなが ら分離す る必要がない

のは流動層式熱分解炉の利点である。可燃ガ

ス とチ ャー は溶融炉 に導か れ,お おむ ね

1300℃ 程度で灰は溶融される。

本方式の特徴 と計画上の重要な諸点を列記

すれば,次 の とお りである。

① ガスに比較 してカーボン粒子は着火 も遅

く,高 温でないと燃焼にも時間がかか るの

で,溶 融燃焼室 ので きるだけ上部 で早 く

1000℃ に達するよう計画するのがよい。

② 熱分解炉で部分燃焼 し放熱 もあるので,

溶融炉周 りの熱バランス上は不利になりや

すい。つ まり,熱 量不足にな りやすいので,

ごみの水分を調整す る乾燥炉を備 え,熱 源

として溶融炉以降の排ガスあるいはボイラ

ーの蒸気を用いるのがよい。 また,特 殊材

料(炭 化珪素その他の耐熱材料)を 使って

で も燃焼用 の予熱空気 の温度(可 能 なら

500℃ 程度まで)を 高めた方が熱バランス上

は好ましい。

③ 粒子が微細なため溶融時間は短いが,排

ガスの滞留時間は十分にとってダイオキシ

ンの分解 をはかるともに灰が溶融 してから

の高温のままある程度(15な いし30分)の

滞留時間を取って,安 定 した溶融物の性質

(重金属の溶出特性など)が 得 られるよう

にす ることが重要である。

荏原式流動ガス化溶融炉(図6)(7)は,上 述

の留意事項をほぼ満足 して予想 どお りの性能

を発揮 している。最 も早期に開発に着手 した

本設備は,藤 沢において既に都市 ごみによる

実証 を終 え,分 別 ごみや シュレッダーダス ト

など,多 角的な廃棄物の処理 に用いた場合の

特性についても適用性が確かめ られている。

ダイオキシンの発生 も少な く,排 ガス量 も焼

却炉に比較 して6割 程度に減少させ ることが

可能 といわれ る。最近,産 廃用の大型設備(450

t/d)を 青森県に建設,ま た酒田,川 口で一般

廃棄物用 を受注 した という。また,化 学系の

他社 と共同 して溶融以降のガスをたとえばメ

タノール等利用価値の高い化学製品に転換す
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図6荏 原式流動ガス化方式溶融炉

る研究 もなされているという。 ともに性能が

明らかになる日が期待 される。

同様の原理による流動床式ガス化溶融炉が

川崎重工,神 戸製鋼所(青 森県において受注),

日立造船,4社 連合(栗 本,三 機,東 レ,ユ

ニチカ),そ の他数社の企業によって別個 に開

発され実用に備えている。

6.ガ ス化溶融炉(灰 溶融炉 との関連を含 む)

についての評価 ・留意事項

以上,灰 の溶融について現存す るもの,あ

るいは開発の 目途のついた設備について解説

したが,纏 め として全体にわたる留意事項 を

述べてお く。

・燃料や電力 を用 いる溶融炉は,灰 を貯留す

れば焼却炉 と独立に運転時間 を選ぶことが

でき,複 数の炉に対応することもできる。

・表面溶融の場合は,ク ボタ方式のように溶

融物 をある時間滞留させ,品 質の均一化や,

重金属類の溶出防止を計 ることが重要であ

る。

・縦型シャフ ト炉や コー クス炉においては燃

料の確保は重要であるが,出 来れば灰だけ

でなく,粗 大ごみ,分 別ごみ,ま た場合に

よっては都市ごみその ものを投入す る等,

多角的な用途に対応することが特徴 と考 え

られ る。

・電気式は運転時間,対 応する炉数などでは

自由度があるが,一 般にエネルギー料金が

高いと考 えられている。 しか し,発 電設備

を持つ焼却炉の場合は必ずしも不利になら

ない。 しか も運転制御の面で優 れ,電 極等

の交換 も炉を停止することなく可能の場合

が多い。スラグの性質 を良 くするために高

温 を維持することも容易である。その中で

アー ク炉,抵 抗炉,プ ラズマ炉については

一長一短あるが,判 断のポイン トは,電 力

消費量,炉 から排ガスとともに排出される

溶融飛灰の処置,炉 内に入れる不活性ガス
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の種類,炉 内から発生する可燃ガスの処置,

排ガス中の可燃ガスや窒素酸化物への対応

などである。

・ガス化溶融炉,即 ちごみの持つエネルギー

による溶融方式は,溶 融の コス ト,排 ガス

処理のコス トまで考えて理論的には もっと

も有利な筈であるが,安 定運転のためには

熱分解か ら溶融まで揃 って正常運転が行わ

れる必要がある。特に溶融燃焼炉の耐火材

の補修時期,方 法の選定は勿論のこと,不

燃物の冷却や取 り出し装置に至るまで,安

定 した運転管理が必須 である。

・各方式に共通な事項 として①灰の性質(特

に溶出特性)の 安定,② 溶融物の有効利用,

③溶融飛灰の処理 を解決することが重要で

ある。

7.ユ ー ザ ー と して の 自治 体 に望 む こ と

以上ガス化溶融炉 について,そ の開発の経

過 を述べ,通 常の焼却+灰 溶融方式 と比較 し

て得失 を論 じてきた。結論 として,そ れぞれ

に特徴のある方式であると思 う。筆者個人と

しては永年焼却炉の改善に努力 してきたが,

昭和50年 代に従来のガス化炉開発のナショナ

ル ・プロジェクトに参加 した経験から,ガ ス

化溶融炉 をダイオキシン対策 と溶融方式 を兼

ね備えた将来方式 と考え,多 くの各社の開発,

提携等を応援 してきた。従 って,筆 者はガス

化溶融炉に対 してはそれな りの思い入れがあ

る。

しか し,多 くの技術がそれ 自体独特の無視

できない長所を持 ち,一 律に決め付けられな

いのが廃棄物処理分野の特徴 である。焼却炉

においても廃ガス処理技術が進歩 した現在,

現代式に改造 された焼却+溶 融方式 も,永 い

間の実績に支 えられた安定性のある方式 とし

て正 当に評価する必要がある。

自治体各位は,目 標 とする廃棄物の種類,

採用 している資源化 システム,収 集体制,処

分地の条件,近 隣 自治体 との協力状況,施 設

の数,規 模の大 きさ,自 治体内の技術体制,

各方式の性能,処 理の信頼性,等 を良 く考慮

して,実 情に合 う処理施設を判断 して貰いた

いものである。

8.ご み の エ ネ ル ギ ー の有 効 利 用 の 方 策(8)

8.1発 電効率上昇のための技術上の諸対策

日本においても,今 後焼却炉,ガ ス化炉に

おいて熱利用,特 に発電の効率上昇 を目標 と

しなければならないが,そ の対策 として考 え

られることは下記のとお りである。

① 場内でやむを得ず用いる蒸気,た とえば

白煙防止用の空気の加熱に用 いる蒸気にタ

ービン抽気を用いるとか,あ るいは触媒脱

硝後の高温ガスの熱回収 を行 うなど,熱 利

用に用いられる蒸気の増加に努め る。

② 従来発電所でサイクル効率上昇のために

用いられて きた再熱,再 生(原 子力で用い

られる湿分分離再加熱 を含む)な どの手段

を併用する。

③ 焼却炉の燃焼ガスには塩酸ガスが入って

いるので,特 に蒸気過熱器の材料の問題が

あるが,ボ イラーの蒸気条件をできるだけ

高温 ・高圧化す る。

④ 異種燃料を用いて蒸気の過熱を行 う。異

種燃料 としては塩化 ビニール以外の廃プラ

等,塩 酸ガスを発生 しない他の廃棄物,あ

るいは石油や石炭によって,独 立に造られ
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た過熱器(独 立過熱器 という)で 過熱する。

あるいは,ガ スタービンの排気 を蒸気の過

熱に用 いる方法等が考えられ る。 なお,こ

れ ら各項を組み合 わせ ると数多 くの改善法

が可能になる。

ここで,ま ず蒸気過熱器における可能な過

熱温度が問題になる。公刊の文献にはないが,

使用実績に基づ く蒸気温度 と平均寿命の関係

を実地に調査す ると,高 価なボイラー鋼管 を

使 っても450℃ 以上では寿命が極端に短い。塩

酸を含む燃焼ガスの場合は我々の研究結果(8)

によっても,材 料 と維持管理に異常な出費 を

覚悟 しない限り,450℃ 以上 を設計値 として用

いることは経済性や維持管理性か らいって困

難である。

8.2種 々の 発 電 効 率 改 善 案 の 比 較

前 述 ごみ 発 電効 率 改 善 案 を考 慮 して 次 の 諸

ケー ス に つ い て検 討 す る。

① 従 来 の蒸 気 条 件(28ata,300℃ の程 度)で

脱 硝,乾 式 あ る い は 湿 式 ガ ス処 理,タ ー ビ

ン排 圧0.25ata全 量 発 電 。(Jo)

② 蒸 気 条 件 を改 善(40ata,400℃)し,再 生,

抽 気 等 の サ イ クル 改 善 も実 施 す る。(J3)

③ 異 種 燃 料 を独 立 過 熱 器 に て 蒸 気 を過 熱 す

る(88ata,510℃)。(H)

④ 前 記 の 独 立 過 熱 器 の代 わ りに ガ ス ター ビ

ン ・コ ンバ イ ン ドサ イ クル と併 設 す る。

(C3-40ata,400℃;C5-88ata,510℃)

な お,④ に お い て は通 常 ガ ス タ ー ビ ン燃 焼

器 か ら 多量 のNOxを 排 出 す る こ とが 懸 念 さ

れ る の で,ガ ス ター ビ ン燃 焼 器 に 蒸 気 の一 部

を 噴 射 す る低NOxバ ー ナ ー を採 用 す る こ と

と した が,ガ ス ター ビ ン排 ガ ス 系 統 に は特 に

触 媒 脱 硝 は適 用 しな い こ と と した 。

計算にはボイラー,蒸 気タービン,ガ スタ

ービンの単体の効率など
,多 くの仮定 を必要

とするが,現 在における平均的な値を採用 し

た。詳細は文献(8)を参照されたい。

なお,熱 効率 の定義 を2通 り区別 して用い

たので補足説明す る。ガスター ビン併用の場

合,焼 却炉 を含む設備全体 の熱効率η、とした。

ガスター ビンと蒸気 タービンの出力をあわせ

た設備全体の出力 を,設 備全体の入力(燃 料

ガスのエネルギー とごみによって供給された

エネルギーの総和)で 割った値 である。即ち,

η1=(蒸 気タービンとガスタービンの発電

端出力の総和)/(燃 料 とごみの熱量の

総和)

ガスター ビン ・コンバイン ドサイクルは焼

却炉単独の場合よ り熱効率が高いので,熱 効

率η1についていえば,併 設す るガスタービン

の出力が大 きいほど当然効率がよい。しか し,

我々はごみの持つ熱量の利用率 を高めるため

に異種燃料を用いるのであるか ら,新 たにそ

の 目的にあう効率η、を定義する。即 ち,η2は

施設全体 の出力か らガスタービン ・コンバ イ

ン ドサイクル単独の場合の出力を差 し引いた

値(分 子)を ごみの熱量(分 母)で 割った値

と定義 した。即 ち,

η2={(施 設全体の総出力)一(コ ンバイン ド

サイクル・ガスタービンの出力)}/(ご

みの熱量)

この条件で計算 した結果 を図7に 示す。横

軸は施設全体の出力を示す。従 って,ガ スタ

ービン・コンバイン ドサイクルの(C3 ,C5)の

場合,も っとも左の点が焼却炉か らの蒸気を

過熱するのに必要最小限のガスター ビンをつ

けた場合 を意味し,右 に移動す るほどガスタ

ー ビンの出力が大きいことを意味す る。施設
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図8各 方 式 の 発 電 原 価

全体 の効率η1は,従 ってガスター ビンの出力

が大 きいほ ど高 くなる。一方,廃 棄物の熱利

用効率 を表すη2は,ガ スタービンの出力によ

っては効率 はあまり変動 しない。 しか も,焼

却炉だけのJシ リーズもガスタービン付 きの

Cシ リー ズも効率は蒸気の過熱温度によって

ほぼ決定 され,ガ スター ビンの有無によらな

い。最近,ガ スタービンもそれ 自体の効率改

善のため排気温度が550℃ 程度 と低 く,これを

焼 却 炉 ボ イ ラー の過 熱 に用 い て も蒸 気 条 件 の

改 善 は小 幅 に留 ま る。

次 に,経 済 試 算 の ため に,燃 料(天 然 ガ ス)

コ ス ト,電 力 の 売 買 価 格,発 電 関 係 施 設 の ボ

イ ラー,蒸 気 ター ビ ン,ガ ス ター ビ ン の価 格,

人 件 費,維 持 費,償 還 年 額 を実 状 に合 う よ う

に 仮 定 した(8)。

前 と同様300t/d2炉,600t/dプ ラ ン トに つ

い て 検 討 し た。 発 電 原 価 を求 め たの が 図8
,
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図9各 方 式 の 投 資 効 果

また投資効率(年 間収支額 を設備投資額で割

った値,従 って投資効率の逆数は投資の回収

にかか る年数)の 変化 をプロットしたのが図

9で ある。

発電原価はガスター ビンなしの方が安 く,

ガスタービンが大 きくなるほど増大 してガス

ター ビン ・コンバイン ドサイクル単独の発電

原価に接近する。 また,投 資効率はごみ焼却

炉単独の場合が最高で(3年 程度で投資回収

で きることを意味する),ガ スター ビン・コン

バイン ドサイクルを併設すると却 って投資効

率が落 ちる(投 資効率0.05は,投 資回収に20

年かかることを意味する)。

以上 を総合すると,次のような結論になる。

① ごみの熱の利用率か ら考 えると,蒸 気条

件の改善が最 も有効 である。

② 異種燃料を用いる方法では,独 立過熱器

を用いる方法 もガスタービン ・コンバイン

ドサ イクルとの併用 も,ご みの熱の利用率

か ら判断す ると蒸気条件の改善 による程度

で多 くを期待することはできない。

③ 経済的検討 によると,通 常の条件では異

種燃料 を用 いる方式は発電原価 を引 き上

げ,投 資回収に必要な期間を増大させ る。

④ ただし,以 上の結論は熱の直接利用 を考

えない場合で,立 地 を工夫 し都市計画に焼

却炉 を熱供給センター として繰 り入れた場

合については,規 模 を大 きくしてガスター

ビン等異種燃料のエネルギを同時利用す る

ことが必要で,採算的に も有利になりうる。

別途検討が必要である。
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1.は じ め に

原子力委員会原子力バックエン ド対策専門

部会は,平 成9年4月 に取 りまとめた報告書

で,わ が国における地層処分の技術的信頼性

並びに処分予定地の選定お よび安全基準の策

定に資す る技術的拠 り所を示すため,核 燃料

サイクル開発機構に対 し,関 係研究機関の協

力を得て,平 成12年(2000年)前 までに 「地

層処分研究開発の第2次 取 りまとめ」を公表

することを指示 した。サイクル機構 は,こ れ

に従い平成11年11月,第2次 取 りまとめ を原

子力委員会に提出した。

一方
,原 子力委員会高 レベル放射性廃棄物

(HLW)処 分懇談会は,平 成10年5月 の報告

書で,事 業資金の確保,実 施主体の設立,深

地層の研究施設の実現や安全確保の基本的考

え方の策定等に関して,具 体的方針 を示 して

早急に進める必要があると提言 した。これ ら

の状況 を踏まえ,高 レベル放射性廃棄物の処

分にかか る安全規制の基本的考え方について

調査審議す る一方で,2000年 の処分実施主体

の設立に向けて,処 分事業 をめ ぐる制度整備

の検討が進められている。

このように,日 本では研究開発の推進 とと

もに処分の円滑な実施に向けてその対策の全

体像を明らかにす る努力が行 われているが,

高レベル放射性廃棄物処分は,日 本のみなら

ず原子力発電 を進めている各国共通の課題 と

も考えられ,当 初から技術開発を始め国際的

な協力が幅広 く行 われて来ている。設置され

る実施主体 を中心に今後予定される事業活動

を考 えると,世 界の高 レベル放射 性廃棄物処

分関係者の認識を常に念頭に置 きつつ,こ の

共通課題に取 り組んで行 くことはますます重

要になって くると思われる。

本報告では,各 国の高レベル放射性廃棄物

処分計画の状況,こ れに対す る国際機関によ

る現状評価および昨年末米国で開催 された国

際会議の議論 を紹介 し,今 後に資することと

したい。

2.主 要 国の高 レベル放射性廃棄物 管

理国家計画

原子力発電を進めている欧米主要国はそれ

ぞれナショナルな高レベル放射性廃棄物管理

計画を展開 しているので,全 体の国際的評価に

入る前に,個 別の状況を簡単にレビューする。

2.1カ ナ ダ

1977年 の国家諮問委員会(通 称ヘア委員会)

一34一
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勧告を踏 まえて,カ ナダで発生す る使用済燃

料の安全で恒 久的な処分 を確保す るために,

1978年 に核 燃料廃棄物管理計画が策定 され

た。ここでカナダ原子力公社(AECL)が 「火

成岩層内への深地層処分」の研究開発 を,オ

ンタリオ州の電力会社 であるオンタ リオ ・ハ

イ ドロ社が使用済燃料の貯蔵 と輸送に関す る

技術開発 を分担 した。

連邦政府は,1989年 に核 燃料廃棄物処分

概念の安全面,環 境面および社会経済面への

影響 を評価するために,核 燃料廃棄物管理 ・

処分概念環境影響評価パネル を設置 してい

る。

AECLは,パ ネルの策定 した指針に基づ き

15年 にわたる研究開発成果 を環境影響評価報

告書(EIS)に 集約 し,こ れを1994年9月 に評

価パネルに提出した。図1に カナダの処分概

念を,図2に ウラン鉱床 との比較について示

す。パネルは、1996年3月 から1997年3月 に

公衆によるレビュー ・プロセスに付 した後,

1998年3月 に処分概念の安全性 と受け入れ可

能 性,さ らにカナダにおける核燃料廃棄物長

期管理の次の段階に関する勧告 をまとめ,連

邦政府に提出した。パネルの結論は、AECL

が開発 した処分概念は技術的には安全である

が,広 範な公衆の支持は得 られていないとい

うものであった。

連邦政府は,こ れを受けて,処 分概念を現

実の立地プロセスに進めていくか どうかにつ

いて検討 し,1998年12月 に,「パネルの勧告 を

尊重 しつつ,1996年 に設定 した長期的核燃料

廃棄物管理の3つ の基本政策 目標(廃 棄物基金

の設立,廃 棄物管理機関の設立,政 府の監督)

を達成するため,関係者 と協議 を重ね1年 以内

に優先オプ ションを提示する」 との決定 を公

表 した。1999年12月 現在,新 たな進展はまだ

明らかでない。

出典:AECL-10711,COG93-1

図1カ ナダ廃棄物処分場概念図

第23巻 第1号(2000)
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シガーレイク・ウラン鉱床 カナダ使用済燃料(SF)処 分概念

出所 二AECL10856,1994

図2シ ガ ー レイ ク ・ウ ラ ン鉱 床 と カナ ダ使 用 済 燃 料

処 分 概 念 の 対 比

2.2米 国

高レベル放射性廃棄物 を地下深 くの地層中

に処分す る構想は,1955年 にプ リンス トンで

地質学者,地 球物理学者 らが集 まって開催

された会議 で初 めて議論 され,1957年 に米

国科学アカデ ミーの報告書 「陸地における放

射性廃棄物の処分」で,概 念 として公表 され

ている。

1960年 代には岩塩層への処分に関す る検討

が続け られ,1970年 代にはより系統的な研究

開発が進められた。1982年 に核廃棄物政策法

(NWPA)が 制定 され,地 層処分計画に大 き

な転換が起 った。同法は包括的な処分計画の

骨格 を提示するものであるが,2つ の処分場 を

選定するためのプロセスとスケジュールが定

め られた。処 分実 施 主体 のエ ネル ギー省

(DOE)は,9つ の候補サイ トを特定 し,最

終環境評価書を作成 した後,大 統領に対 して

この内の3サ イ トを第1処 分場の選定 のため

の特性調査 を実施すべ きとす る勧告 を行 っ

た。しか し,サ イ ト特性調査には当初 よりも

時間 と経費がかか ることが明らになったこと

等により,核廃棄物政策法は制定5年 後の1987

年に修正 されることとなった(NWPAA)。 こ

こで,議会により第1処 分場 としての適性を調

査す るサイ トをユッカ ・マウンテンのみ とす

る決定が行われた。

DOEは,1988年 に最終的なサイ ト特性調査

計画 を作成 し,こ れを推進 しつつ1997年 の4

月には,主 要な研究施設を含め地下 トンネル

を完成させた。ユ ッカ ・マウンテン処分場計

画の進展では,1998年12月 に適合可能性評価

書(VA)が 作成され,大 統領 と議会 に提出さ

れた。評価書には,処 分場の設計,機 能,許

認可の取得,さ らに費用見積 り等が含 まれて

いる。図3に ユ ッカ ・マウンテン処分場の概

念図を示 した。その後,公 衆のコメン トを求

めて1999年8月 に環境影響評価書(ド ラフ ト
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廃棄物

処分場概念図

地上施設

処分場の地上施設の概念図

処分場の地下施設の概念図
出所:VAオ ー バ ー ビュ ー

図3ユ ッカ ・マウンテン処分場概念図

版)を 公表 し,2000年 にその最終版が作成さ

れる。2001年 には評価に基づ き大統領へのサ

イ ト勧告が予定されるが,サ イ トの適合性が

承認されれば,2002年 に処分場建設の許認可

申請が,以 後2005年 の建設許可取得 を経て,

2010年 に処分場操業開始が予定 されている。

2.3ド イ ツ

ドイツでは,廃 棄物を発熱性および非発熱

性の2つ に分類 して,地 層処分する計画が進

行 している。適切 な地層 を選定す る研究 は

1960年 代に始 まった。1965年 からは,廃 棄物

に対する処分場の建設と操業に関す る科学 ・

技術的課題 を解決する目的で,ア ッセ岩塩鉱

において研究開発が進め られた。発熱性の放

射性廃棄物に対 しては適切な岩塩 ドーム中に

処分場 を開発する計画 とされ,1979年 に ドイ

ツ北部ニーダーザ クセン州のゴルレーベンを

唯一の候補地 として選定 し,掘 削計画がスタ

ー トした。第1段 階の調査計画ではボー リング

とともに水文学的調査が実施された。1994年

か らは,水 文学的調査 とともに,地 震探査,

延長掘削の実施,地 下水計測のための掘削な

どが実施されている。図4に ゴルレーベン ・

サイ トの全景 を示す。高レベル放射 【生廃棄物

の深地層処分場候補サ イ トでは,廃 棄物は地

下880mに おいて定置され,岩 塩層は放射能崩

壊熱 と圧力勾配により時間 とともに変形 して

いくことが見込まれている。2番 目の定置レ

ベルは地下約900mに なるもの と考 えられて

いる。開発に遅れが生 じているが,目 標は2008

年の処分場の操業開始に置いてきた。
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図4ゴ ル レー ベ ン ・サ イ ト

ドイツ社会民主党 ・緑の党の間で1998年 に

締結 された連立協定に従い,ゴ ルレーベンで

の調査 は停止状態にある。現在の処分場計画

に変更があれば,高 レベル放射性廃棄物の中

間貯蔵 をどうすべ きかが短期的課題 として浮

かび上がると考えられている。

2.4フ ラ ン ス

放射性廃棄物管理機関(ANDRA)は,1979

年に原子力庁(CEA)の 下部に独立した機関

として設立された。高レベル放射性廃棄物の

地層処分 に関す るANDRAの 初期 のサ イ ト

選定計画は公衆の反対により1990年 に凍結 さ

れたが,広 範な再検討の後,1991年 末に放射

性廃棄物の管理研究に関す る法律 が制定 さ

れ,新 たな活動が開始 されるに至 った。 この

中で,ANDRAはCEAか ら独立 した公的な

産業および商業機関 として再編された。1991

年12月30日 に公布 された法律では,フ ランス

政府は3種 類の高レベル放射性廃棄物処分研

究オプション(① 核種の分離 変換 ②深地層

処分 ③長期貯蔵)を 実施す ることとしてい

る。また,放 射性廃棄物管理に対す る国家評

価委員会(CNE)を 設置 し,3種 類の高レベ

ル放射性廃棄物処分 オプションに係わる研究

の進捗状況について政府に毎年報告するとと

もに,15年 後の2006年 に総合評価 を行 う責任

を負わせている。

ANDRAの 地層処分関連の研究では,法 律

の生みの親のバ タイユ議員が廃棄物調停官と

な り,1993年 末に4ケ 所の地下研究所候補サ

イ トを発表 したことで再スター トした。その

後の調査で近接サイ トの統合があ り候補地が

3ヶ 所になったが,引 き続 く地質調査の結果,

1996年 の半ばに,各 候補サイ トで地下研究施

設を建設,操 業すべ く,許 認可 申請がなされ

た。公聴会や政府の検討などを経て,1998年

12月 に,政 府 により東部サイ トの粘土層への

地下研究施設の建設が承認されたが,他 の2

カ所の候補サイ トは却下された。 フランス政

府はANDRAに 対 して,2番 目の地下研究施

設建設を想定 した新たな花簡岩層の候補サイ
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出所:ANDRAHP

図5仏 東部サイ ト地下研究所概念図

(粘土層)

トを探す ように指示 した。東部サイ トでは

1999年8月 に建設 ・運営の政令が公布 されて

いる。図5に 想定 され る東部サイ ト地下研究

所の概念図を示 した。

一方,CNEは,1998年6月 に廃棄物の回収

可能性に関する報告書 を公表 した。処分場閉

鎖前後のレベルで廃棄物の回収可能性を取 り

入れるとい う段階的なアプローチの採用 を提

起 している。

2.5ス ウェーデン

原子力発電所 を所有す る4電 力会社は,放

射 性廃棄物の管理に責任 を持つスウェーデン

原子燃料 ・廃棄物管理会社 を1972年 に設立し

た(1985年 にSKBに 組織変更)。SKBは,法

に より3年 毎 に政府に研究開発計画 を提出

し,承 認を得 ることとなっている。放射性廃

棄物管理に関す る基本は,研 究開発計画'86

においてガイ ドラインとして整えられたが,

ここでは,使 用済燃料 を中間貯蔵 した後に地

層に最終処分することが明記され,以 後地下

研究施設 を中心にした研究開発が進め られて

いる。図6に スウェーデンの放射性廃棄物処

分フロー を示す。

オスカー シャム原子力発電所近傍にあるエ

スポ硬質岩石研究所(HRL)で は,そ れまで

蓄積 されてきた知見に基づ き処分技術の実証

を行 うとの位置づけになり,1992年 に作成さ

れた第3次3ケ 年計画か ら実証機能が加えら

れることになった。

使用済み核燃料およびその他の長寿命放射

性廃棄物の処分施設の立地は,SKBの 廃棄物

管理計画における今後の中心課題の1つ であ

る。実証処分場の開始は,2012年 頃が想定さ

れているが,そ の建設や操業などを通 じて得

られる知見を評価 した後,将 来世代の人々が

その施設の容量 を実物大にスケールアップす

るか どうかの決定 を行 なう。 この段階では,

第23巻 第1号(2000)
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(2012年部分運開目標)(1988年運開)

出所:SKBのHP,研 究 開発 プ ロ グ ラム98

図6ス ウェーデンの放射性廃棄物処分フロー

一時保管 した廃棄物 を取 り出して,別 の方法

で管理する選択ができる余地 も残 している。

スウェーデンでは,処 分場の候補サイ トを指

定 して適切なシステム設計を行い,サ イ トの

特性 を調べ,処 分場 を当該地域の地質等の条

件に適 したもの とするのには,現 在の知識で

十分であると考えるに至っている。 これ らを

踏まえ,2001年 末 までにサイ ト特性調査を行

う2サ イ トに絞 り込むことを当面の目標 とし

て,サ イ トのフィージビ リティ調査 を,オ ス

カーシャム,ニ ーチェピング,エ ス トハンメ

ル,テ ィーエルプ,ハ ルツフレッ ドおよびエ

ルブカーレビーの6ケ 所で進めている。

2.6.ス イ ス

スイスにおける放射性廃棄物処分に関する

最初の構想は,電 力会社 と放射性廃棄物管理

共同組合(NAGRA)が1978年 に作成 し公表

した。最終処分に対す る最大の要求事項は,

処分場閉鎖後の長期的安全性 をいかに保証す

るかであった。処分の対象は,使 用済核燃料

の委託再処理に伴 って発生 し,ス イスに返還

され る廃棄物であ り,使 用済核燃料の直接処

分は留保 されていた。

1979年 に,政 府は原子力発電所の運転許認

可更新の条件 として,廃 棄物の安全処分の保

証 を要求 した。これに応えてNAGRAは,

1985年 に処分の実現可能性 を評価 した報告書

(保証計画'85)を 作成 し,公 表した。その後

の技術的発展や社会的要請に合 わせて変更 も

加 えられてきているが,基 本的な部分は1978

年の構想 を基礎にしている。スイスにおける

深地層処分場の概念は,人 工バ リアと天然バ

リアに よる長期 の人間 と環境 の保護 を基本

に,将 来世代への負担軽減,廃 棄物再取 り出

しを要求 も禁止 もしない方法で放射性廃棄物

を処分す るというものである。図7に スイスの

放射1生廃棄物管理システムの流れを示した。

高レベル廃棄物および長寿命の中レベル放

射性廃棄物,あ るいは使用済核燃料の処分に
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出所:FocusO1(NAGRA1998)

図7ス イ ス の放 射 性 廃 棄 物 管 理 シ シ テ ム

表1海 外主要国の高レベル廃棄物地層処分計画

カ ナ ダ ア メ リカ ド イ ツ フ ラ ンス ス ウ ェ ー デ ン ス イ ス

実施主体

未定(AECLは 研

究開発)

米 国 エ ネ ル

ギ ー 省

(DOE)

連邦放射線防

護庁(BfS)

放射性廃棄物

管理機関

(ANDRA)

スェーデン原

子燃料廃棄物

管理会社

(SKB)

スイス放射性

廃棄物管理共

同組合

(NAGRA)

廃棄物の

形態
使用済燃料

使用済燃料
ガラス固化体

ガラス固化体

使用済燃料

ガラス固化体

使用済燃料
使用済燃料

ガラス固化体

使用済燃料

候補地層 花 商 岩 凝 灰 岩 岩 塩 粘土/花 閾岩 花 南 岩
花商岩/

堆積岩

処分深度 500～1000m 約350m 660～900m 400～1000m 約500m
約1000m/

約800m

R&D方

針 ・現状

・地下研での研究

継続
・環境影響評価書

の評価を踏まえ,

対応方策を検討中

●ユ ツカマ ウ

ンテ ンでサ イ

ト特 性調査

●ゴル レーベ

ンの岩塩 ドー

ム特 性 調査

・廃棄物管理

研究法での主

要オプション

として推進

●地下研での

研究継続
・サイトの予

備的調査中

●地下研での

研究
・スイス北部

での地質環境

調査中

ス ケ

ジ ュ ー ル

成立性判断の後,

実施主体 を設立

し,サ イト選定を

開始

・2001年 に大

統 領 にサ イ ト

勧 告

原子力政策見

直し中

・2001年 地 下

研 運転 開始

・2006年 に オ

プ シ ョン総 合

評 価

・2001年 末 ま

でに2候 補 サ

イ ト

・2012年 の実

証 処 険 を開始

2000年 にサ イ

ト存在 の証 明

と連 邦評 議会

の承 認
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関 して,母 岩層 としては結晶質岩系の地層 と

オパール粘土層の検討が行われて きている。

しかし,廃 棄物の冷却貯蔵期間の40年 を考慮

して,処 分場は2020年 頃か ら2050年 頃までは

不要 と考えられている。

スイスでは国内処分の実証が法的に要求さ

れているが,ヨ ー ロッパで発生する廃棄物量

を勘案 して,長 期的には国際処分プ ロジェク

トも視野に入れている。なお,最 近廃棄物の

回収可能性に関す る検討 も行われている。

表1に 各国の計画 を,ま た表2に 日本 も含

めて過去の経緯 と今後の予定 を横並びの形で

示す。

3.放 射性廃棄物の地層処分に向けた

進展 現状の国際的評価

経済協 力開発機構 ・原子力機関(OECD/

NEA)は,1999年 の報告書の中で,加 盟諸国

の放射1生廃棄物専門家か ら集めた情報 ・見解

お よび他の情報の検討に基づいて,深 地層処

分の現状 と過去10年 間の展開に関す る評価 を

表2主 要国の地層処分 経緯と今後の予定

＼84
85 86 87 8B 日9 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 備 考

政府決定
に対する
対策待ち

↑ 1 ↑ ↑
) 〉

カナダ カナダ核燃料廃棄

管理計画(197B)

地層処分概要環境
影響評価パネル設置

日S作 成
指針策定

AEOLが

EISを 提出

公衆

レビュー

パネル勧告
政府決定

米 国
2001年 の
サイト勧
告に対 し
大統領が
決定

↑
' 、 ) ) )

1NWPA(1982)i ηNWPAAl
II

噛
1

→最終白sサ イト勧制
II IIII

サ イ ト 特 性 化 プ ロ セ ス サ・・翻 プ・セス1 建設

1

ドイ ツ

連立政権

の政策に

より先行

き不透明

↑

( (

)(

1977ゴル レーベ

ンが候補地に

19ア9調査開始

】9日3中間報告書

2本の立坑

掘削開始

ゴルレーベン

安全評価書
840mg40m

掘削終了

岩塩 ドーム 評価

サイ ト適合性評価

フ ラ ン
ス

、1

法に基き
2006年に管
理方法

の総合評
価見込み

)・ '、 1

キヤスタン委

(198ト1984)

ゴーゲル委

G985～1987)

廃棄物法.
1991.12 η翻 申請1聴 サ.、醗 制

地下研
候補地
の選定

1 Illl1

4地 下研候補

地選定 ・調査

モラトリアム

計画見直し
3候補サイト
での特性調査

公聴会
政府検討

東部サイト地下研建設
花南岩サイトは今後

試験,2006年 の

総合評価に備える

2012年の

部分運開
目標

}

IHRLの 灘IHRL運 転{

1「1 1口
Illl

ス ウエー

デ ン
KBS-3
処分概念報告

(1983)

2サ イト絞り込み:2001

サイト調査をへて更 に1ケ 所

を選定 し後建設フェーズに

サイ ト・フィージ

ビリティ調査1
サイト ・フィージ

ビリテ ィ調査2

1

、

フェース

4:建 設

運転

2020以 降

〆

喉証計副 餌 クリスタ1ルll
I11 Il

ス イ ス フェーズ1:地 層処分

の安全性の基本的実証

(1978～1988)

フェーズ2:適 切なサイ トを特定する可能性の実証(地 表か ら) フェーズ3:詳 細サイト特性化での特

特調査

1
1

運開は

2030年 代
～EO40年

代半ば

1
A

↑
A )

日 本
研究開始:1976

国際計画参加 ∵81

4段 階の開発:B5

第1次 とりまとめ

Gg92)

一

第2次 とりまとめ

(1999)

実施主体
設立

i処分候融 の選
1定段階
ε

1}II IIlI IlI 1 lIl
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示 している。ここでは,技 術的側面と社会的

側面の両方を検討 して世界の共通課題に対す

る到達点 を示す とともに,今 後の課題 も明ら

かに している。その評価の概要は以下の とお

りである。

3.1主 要点に関す る広範な技術的合意内容

① 長寿命放射性廃棄物が存在する.深 地

層処分が最適な処分オプションである。

多数の代替案のうち地層処分は,倫 理

的問題 技術的な実行可能性,高 い安全

性,短 期 ・長期両方の環境保護を提供す

る。

② 地層処分に関す る科学的知識 と技術に

著 しい進展がなされた。

プロセスの科学的知識,安 全性に関す

る改善 と定量的評価,サ イ ト候補調査,

地下工学 と実現の経験が含 まれる。

③ 処分場の建設 ・運転技術は十分成熟 し

展開可能である。

二世界中の地下研究所,既 存の地下施設

での放射性廃棄物処分経験。特に,長 寿

命廃棄物 の最初 の専用地層処分場が,

1999年3月 に米国で運転 を開始 した。

④ 地層処分の実現 に向け た過去の計画

は,楽 観的すぎた。

=処 分プロジェクトに関 し,政治的次元,

公衆次元,規 制次元で過小評価があった。

中間貯蔵施設の安全認識,少 量の廃棄物

発量,処 分前の冷却貯蔵期間の必要か ら,

処分施設は緊急に必要ではなかった。

⑤ 科 学 ・技 術 コ ミュ ニ テ ィ は,地 層 処 分

の技術的安全1生に高い確信 を持つ。

多 くの専 門家に よる多年 の研究の結

果,技 術 コミュニティには,地 層処分の

安全性 と利点につ いて幅広 い合意が あ

る。

⑥ 公衆は科学 ・技術 コ ミュニティの持つ

高い確信 を必ずしも共有 していない。

公衆の信頼がないことは,原 子力の安

全性の信頼の不 足に結びつ くこ とが あ

り,無 条件の反対や科学的発展への全般

的な信頼不足さえも招 くことがある。

⑦ 継続的な高品質の科学 ・技術研究が必

要である。

地層処分の技術 はかな り開発 されてい

るが,改 善,試 験,実 証,実 現,品 質管理

は何十年にもわたる難 しい課題である。

⑧ 公衆の意見も考慮し,首尾一貫した政策

と厳密 な規制 の枠組みが必要 である。

地層処分の実現 に向けて段階的に進

め,最 終的に,政 府が,適 切に公衆の支

持を満たす決定 を行 う責任 を持 ち,必 要

な措置を行 える枠組みを提供すること。

3.2深 地層処分概念一安易な選択ではない

長寿命放射性廃棄物の地層処分概念は,他

のオプションの検討 も含め,十 分時間をかけ

た熟考 と討論および広範囲に及ぶ調査の後に

策定 された。長期間の安定性,廃 棄物処分施

設を受け入れる能力,起 こり得 る放射能の漏

れを防止する能力,お よび漏れを著 しく減 ら

す能力に対応す る母岩地層候補が選ばれる。

この天然の安全バ リアは,主 として廃棄物
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の物理的 ・化学的格納が出来 るように設計さ

れた工学システムによって補足され,強 化 さ

れる。システム全体は,廃 棄物か らの有意な

放射能が地表環境に一切戻 らないことを保証

し,非 常に長期 の安全性 と環境保護 を,将 来

の世代に負担をかけない方法で提供するよう

に設計される。

長寿命放射性廃棄物が問題 となっている国

の大半は,最 終的に廃棄物 を地層処分施設に

埋設する放射性廃棄物管理プログラムを作成

しているが,他 の管理 オプションは可能性 と

してまだ考察の対象である。今 日,科 学的な

討論が行われているオプションは,廃 棄物の

長期貯蔵 と廃棄物内の長寿命放射性核種 の分

離 と変換である。 この うち数世紀にわたる長

期貯蔵は,す でにい くつかの国で計画されて

いる。しかし,ど ちらのオプションも,地 層処

分 を完全に代替できるとは考えられていない。

1995年NEAの コレクテ ィブオ ピニ オンに

発表された,国 際的な放射性廃棄物管理専門

家の最新の見解は,以 下のとお りであ り,地

層処分の有効性 を再確認 している:

① 将来の世代に対する我々の責任は,監

視 を必要 とし,長期間の管理責任 を残 し,

将来には入々が忘れて しまう可能性のあ

る貯蔵への依存ではなく,最 終処分戦略

によって免除される。

② 陸上の地層への深地層処分は,長 寿命

廃棄物にとっては現在の ところ最 も好 ま

しい戦略である。

3.3科 学的 ・技術的進展の達成

処分 を実現するには,広 範囲にわたる技術

的活動が必要である。廃棄物の処理 ・貯蔵,

格納容器の開発,処 分サイ トの選定 と特性調

査の実施,安 全性の評価,許 認可申請・取得,

処分施設の建設 ・運転,最 終的には閉鎖 しな

ければならない。過去10年 にわたり,こ れ ら

の活動,特 に,地 層処分の安全性評価 とその

実施 を支 えるのに必要な科学 ・技術分野にお

いて進展が見 られた。

(1)廃 棄物の処理 および中間貯蔵のための施

設の開発 または建設

た とえば,ス ウェーデンの使用済燃料中

央貯蔵施設(CLAB)お よびスイスの放射性廃

棄物中間貯蔵施設(ZWILAG)の ような,高

レベル再処理廃棄物 と使用済み燃料のための

貯蔵技術部門と集中貯蔵施設の建設部門で特

に顕著である。

(2)ナ チュラルアナログの研究を含む経験 お

よび現場実験

地層処分場に関連す る可能性のある特定の

条件の下で,安 全関連プロセスを研究す るた

めの総合的な科学研究プログラム(金属腐食,

粘土属性の変化,さ まざまな媒体への溶質の

移動,化 学的収着,長 期的な気候変動等)が

策定 された。

ナチュラルアナログ研究には,処 分場の長

期的挙動を決定する可能性のあるプロセスに

類似 した,自 然に発生す るプロセスの調査が

含 まれる。

(3)地 下岩石研究所の建設 ・運転

処分場サイ トとはみなされていない場所で

あるが,関 連情報 を提供できる可能性のある

世界中の10を 超える地下施設で研究 ・開発業

務が実行 されている。さらに,数 ヵ所の地下
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岩石研究所が深地層処分場サイ ト候補にある。

こうした研究所は,地 下工学手法を開発 ・実証

するための環境を提供するとともに,安 全性評

価に使用される科学的・数学的モデルを試験す

るための貴重なデータを提供 している。参考ま

でに表3に 地下研究所の実績例 を示す。

(4)サ イ ト特性調査の経験

10年前,地 層処分場サイ ト候補および環境

か ら入手できるデータはわずかであり,デ ー

タ収集の戦略および手段はほとんど作成 され

ていなかった。今 日,地 球物理学を使用 した

詳細な特性調査,多 数の試錐孔,開 発用 シャ

フ トとランプを含む広範囲なプログラムが複

数の国のサイ トで実行 されている。

(5)人 工バ リアの設計開発

特定の地層環境の適切な特性調査は難 しい

という認識があることに対応 して,こ こ10年

にはいわゆる堅牢な人工バ リアシステムの開

発に多 くの関心が寄せ られた。これらは,物

理的バ リア と化学的コン トロールを組み合せ

ることによって,高 いレベルの長期的閉 じ込

めを行 うことができる一方で,母 岩の特性を

わずか しか要求 しないことが期待できるシス

テムである。

(6)安 全性評価技術の改良

科学的知識の向上 と実験研究か らのデータ

に加え,数 学的モデルの改良と計算技術の進

歩によ り,地 層処分場システム とその構成要

表3海 外主要国の地下研究所の実績等

カ ナ ダ ア メ リカ ド イ ツ フ ラ ンス ス ウ ェ ー デ ン ス イ ス

施 設 名

(場所)

URL

(マニ トバ 州)

ユ ッカマ ウ ン

テ ン

(ネバ タ州)

ゴル レー ベ ン

(ニー ダー ザ

クセ ン州)

(フラ ンス東

部 サ イ ト,他

1つ 未 定)

HRL

(エス ポ島)

GTS

(グ リムゼ ル)

実施機関 AECL DOE BfS ANDRA SKB NAGRA

岩種 花闊岩 凝灰岩 岩塩 粘土/花 商岩 花商岩 花歯岩

深度
実 験 エ リア:

240m,420m
300m

探 査 レベ ル:

840m

一 465m 450m

目的

・他層処分概念の

実証
・カナダ楯状地の

熱特性,地 質構造

等の知見取得

・処分場候補

地としての適

合性評価

・処分場候補

地としての適

合性評価

・法により廃

棄物管理オプ

ション研究
・処分の実現

可能性評価

・地層処分概

念の技術実証
・処分安全裕

度の理解

・処分サイト

探索技術開発
・処分概念の

プロセス調査

ス ケ ジ ュ

ー ル

サ サ イ ト評 価:

'80～'83

建 設

240m二'83～'87

420m:'87～'90

運 転:'89～'00

87年 に ユ ッ カ

マ ウ ン テ ン が

候 補 地 に 決 定

評 価/設 計
'90 ～'93

建 設:'93～'98

運 転:'98～

地 表 調 査
'79 ～'85

調 査 立 坑 掘 削

:'86～'97

地 下 探 査
'97 ～

候 補4サ イ ト

選 定:'93/12

サ イ ト調 査 ・

絞 り込 み:
'94～'98

建 設 二'99～'01

運 転:～'05

サ イ ト事 前 調

査:'86～'90

建 設:'90～'95

運 転:'95～

サ イ ト調i査

'79～'82

建 設:'83～'84

運 転:'83～'01

(フ ェ ー ズ1～

フ ェ ー ズ5)
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素の潜在的挙動 をよりリアルに表現できるよ

うにな り,よ り高い信頼性が置かれるように

なった。総体的には,こ のような方式,モ デ

ル,デ ータを使用す る評価の結果は,安 全性

の観点か ら,処 分場サイ トと設計を受容でき

るかどうかを判断す るための信頼のおける基

準であるとい う確信が高まっている。

国々では,地 下処分の原則 と具体的な要件 を

定める規制ガイ ドラインが設定 されている。

い くつかの国では,サ イ ト特有の要件が設定

されている。処分場開発者の研究活動 と繰 り

返される安全性評価のレビューを含めた,規

制者一開発者の交換プ ロセスも多 くの国で設

定されている。

(7)サ イ ト特性調査,設 計,安 全性評価の統

合の改良

デー タ収集,科 学的知識,定 量的モデル作

成の進展により,地 層処分 システム要素の性

能 と,さ まざまな種類の岩石お よびサイ ト固

有のさまざまな環境におけるその個々の役割

の理解 を向上 させ ることがで きた。

(8)準 拠要件 を含む,規 制枠組みの策定

最終的な地層処分の必要性が ある大半の

3.4地 層処分の実現一進展 と後退

地層処分の科学的 ・技術的側面で成 し遂げ

られた進展は,地 層処分のための必須技術 を

今 日利用できることを示している。使用済み

燃料および高レベル放射性廃棄物の処分のた

めの深地層施設は,ま だ実現されていないが,

低 レベル放射性廃棄物の処分のための地下施

設は,数 力国で運転実績がある。

この状況を低中レベルと高レベルに分類 し

て表4に 取 りまとめて示 した。

表4地 層処分の実現一 進展と後退

カ ナ ダ ア メ リカ ド イ ツ ス ウェー デ ン ス イ ス フ ィ ンラ ン ド イギ リス

・廃棄物隔 ・ア ツセ 岩 ■フ ォ ル ス ●ベ レ ン ベ ・オ ル キ ル ・セ ラ フ イ

離 パ イ ロ ツ 塩層 運転: マ ル ク原 発 ルグ処分場 オ ト原発, 一 ル ド岩 盤

低 ・中レベ

ル放射性廃

棄物処分等

一

トプ ラン ト

運 開
'99/3

・深 度:

'67 ～'78

●モ ル ス レ

ー ベ ン 岩 塩

層'81～'98

サ イ トSFR

・運 転:

'88～

・深 度:

開発 計画:

州 の住 民投

票 で拒否,

オ プ シ ョン

ロ ビー サ原

発 での運 転
'98～

・深 度:

特性 調査 施

設 計 画 却

下:'97

650m ・深 度: 海底下60 検討中 100m

500m超 m

・評価 バ ネ ●ユ ッ カ マ ● ゴ ル レー ・2001年 を ・2000年 に ・2000年 に ・議会上院

ルが処分概 ウ ンテ ン計 ベンの岩塩 目処に処分 サイト存在 最終的なサ 委員会報告
念 を レビュ 画で実行可 調査進展 候補サイト の証明と連 イ ト決定 の で地層処分

高レベル放

射性廃棄物

処 分

一勧告:技

術は良いが

社会的許容

能 性 評価 書

作 成:'98

・環境 影響

・現政権が

廃棄物管理

オプション

を2ケ 所 に

絞 り,調 査

開始 の予 定

邦評議会の

承認

見込み を支 持'99

・政 府が新

政策 を検 討
に課題 報告書作成 の再評価意 ・2012年 に 発表の見込
・組織改革 '00

図を表明 実証処分を み

と協議 プ ロ ・サ イ ト勧 開始予定
セ ス検 討 へ 告:'01
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要約すると,幾 つかの国では実現に向けて

著 しい進展がみ られるものの,進 展速度は10

年前に予測 していたよりも遅 く,幾 つかの国

ではかな り後退 している。

一部の国の進展が遅 くなっているのは
,た

とえば地層特性調査の難 しさや実際のサイ ト

に関する適切 な理解 を広め ることの難 しさに

関連 した初期の技術的楽観主義に一部根 ざし

ている可能性がある。重要なことは,主 とし

て放射性廃棄物の地層処分に関する公衆次元

および政治的次元の問題 の過小評価か ら生 じ

ている後退である。

3.5技 術的信頼一必要であるが十分でない

近年,廃 棄物管理機関は,地 層処分の概念

に関する技術的知識と技術的信頼が,そ れだ

けでは廃棄物管理の解決策 として地層処分が

妥当であることを広 く一般の人々に知 らせ,

実現の成功に向けての助け となるには不十分

であるとの認識 を急速に持つようになってい

る。処分実施の決定が受け入れ られるために

は,よ り広範囲な人々に信頼が広がっていか

なければならない。

(1)広 範囲な信頼のための要件

処分場の技術的安全策への信頼 だけではな

く,以 下の信頼が必要 とされる。

① 広範囲な技術 コミュニティおよび公衆の

側における,地 層処分場の適切さに関する

倫理的,経 済的,社 会的側面に対する信頼

② 組織体制,法 的枠組み,規 制のレビュー

プロセスが,明 確 な,論 理的な,確 かな意

思決定経路を提供するとい う,公 衆の信頼

(2)方 針 および法的枠組み一公衆の参加

重要な原則は,地 層処分開発の長期的なタ

イムスケールにわたって意思決定 を行 う経路

を設定するために,安 定 した国家政策 と法的

枠組みを確立することである。そのような枠

組みはフィンラン ド,フ ランス,米 国など数

力国に存在す るが,こ の段階では,そ の他の

諸国ではあまり明確でない。

方針の策定 または意思決定経路に組み入れ

るべ き公衆レベルの協議は,全 国的に考慮す

べ きことが らである。すべての国は,放 射性

廃棄物および他の環境問題に関す る論争が国

際的な話題になることが増えていることを認

識す る必要がある。対策が国家の枠組み内で

なされているかどうかに係わ らず,そ うした

討論は国の見解に影響 を与えることがある。

(3)段 階的実施一段階的な意思決定の機会

地層処分施設に関す る計画立案,技 術開発,

関連する研究,立 地,建 設,最 終的な許認可

取得および操業は,数 十年の期間にわたって

行われる予定である。処分場開発の各段階に

資源を充当する決定には,適 切 なレベルの信

頼が伴 うべ きであ り,段 階的な規制上のレビ

ュープロセスそして社会的なレビュープロセ

スの機会が提供 されるものと考 えられるよう

になってきている。

高い評価を受けている規制者が指導する,

公開の段階的な規制レビュープロセスは,公

衆のために開発者のプロポーザルは詳細な技

術検査 を受けているという信頼を与えること

ができる。ある特定の中問目標で,よ り直接

的な公衆の協議が必要になることがある。 こ

の協議は,特 定サイ トの開発 を考慮す るとき

は,国 家組織 との広範囲な戦略関連の事項に

関する協議から,直 接影響を受ける共同体 と
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その代表者 との詳細な討論にまでわたること

がある。

(4)倫 理的問題 とその他の関心事

原子力発電およびその他の放射能の利用か

ら利益 を受け る世代 は,結 果 として生 じる廃

棄物の安全かつ恒久的な処分手段 を提供すべ

きであるという倫理的な問題に取 り組む必要

がある(世 代間の公平原則)。

ご く最近,我 々の世代は将来の世代 に対 し

てオプションを排除 した り,決 定 を行 う権利

を妨害するべ きではない という,倫 理問題が

生 じている。一方,廃 棄物管理に従事 してい

る人々は,少 くとも将来の世代の管理負担を

必要 としない,受 動的な安全性 をもつ地層処

分の実現を最優先すべ きであると,ま た段階

的な処分場開発プロセスの採用で将来への非

常に長期間にわたってオプションを開いたま

ま維持 できると指摘 している。

また,世 代内の公平問題,特 に現世代内で

の資源の扱いおよび意思決定プロセスへの公

衆の参加の扱いに対する倫理的アプローチを

特定する杜会の問題 もある。詳しい情報に基

づいた社会的判断が必要である。いかなる社

会 も完全な合意に達することはない。最終的

に適切 なレベルの公衆の支援 を受け,必 要な

措置を取れる枠組みを提供す る決定を行 う責

任は,政 府にある。

(5)地 層処分の概念の柔軟性一公衆の懸念の

傾聴

地層処分は受動的安全対策 として考案 され

ているが,そ の概念は現世代 と将来の世代に

よる処分場のモニタリングお よび保守 を除外

してはいない。社会は,サ イ トの保護 とモニ

タリングを含めた,長 期的な制度化 した管理

の導入を選択するか もしれない。 これ らの措

置は,地 層処分の重要な目標の1つ である信頼

を確実に強化で きるが,そ うした管理が もし

失敗 した場合で も,人 間の健康 と自然環境 は

保護 される とい うこ とを保証す るべ きであ

る。

地層処分 も,取 り消すことが難 しいステッ

プは延期するという段階的なまたは柔軟性の

あるや り方で実現す ることができる(ス ウェ

ーデンの実証処分場計画,ス イス,米 国等の

トンネル埋め戻 し/閉鎖の延期検討)。

廃棄物管理機関が伝 えることが難 しい重要

なメッセージは,安 全に疑念があれば,廃 棄

物が地下施設に埋設されることはな く,廃 棄

物は必要であれば採掘によって回収できると

いうことである。

(6)廃 棄物管理の専門家と機関の役割

廃棄物管理の専 門家 と機関は,長 期的な廃

棄物管理のための安全かつ経済的な手段 を提

供す るために必要 な科学的 ・技術的研究 を続

ける必要がある。社会および政府は解決策を

導入するか を決めなければならないが,適 切

な解決策を確実に利用できるようにするのは

廃棄物管理専門家 と機関の責任である。国際

会議は,廃 棄物管理組織の将来の必要性に応

じるため,ま た,多 くの人々 とのコミュニケ

ー ションのために引き続 き重要な もの とな

る。協力プロジェク トにおける見識 と知見の

共有は,実 行者 と規制者の双方にとって貴重

なものであると立証されている。公共問題お

よび政治的問題の最終的な責任は,社 会およ

び政府にある。ただ し,廃 棄物管理専 門家 も

技術的問題 公共問題,政 治的問題の接点で
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の活動に進んで関与すべ きであることを認識

しなければならない。

3.6要 約および結論一回顧 と将来

① 国家プログラムの実行でここ10年 の間に

地層処分の実現に向けてかなりの科学的 ・

技術的進展がなされた。 この進展は,国 際

会議での情報交換による支援,促 進,指 導

を受けている。

② 高レベル廃棄物の地層処分場プロジェク

トで建設開始の決定がなされる可能性のあ

る時点に近づ いている国があるが,ま だ処

分場は操業されていない。大半の国では,

プロジェク トの実現は まだ何年 も先 であ

る。計画の後退や遅延が見られ るが,地 層

処分を追求する決定を撤回する国はない。

③ 廃棄物管理専門家は,地 層処分の概念に

対 して信頼を置いている。安全な深地層処

分の実現可能性に対す る信頼は,以 下によ

って強化 されている。

・サイ ト特性調査 と研究 ・開発 を通 じた安

全関連プ ロセスの理解の向上

・多数の国における詳細な処分場概念の作

成

・厳密な安全評価方法の適用による処分場

概念の安全性の実証

・国および専 門家の国際グループによるこ

れらの評価の独立したレビュー

・深地層処分場の実現のために必要な技術

の開発,実 証

④ 専 門家が直面す る最 も困難な課題は,地

層処分に対 して持つ信頼 を確実に広 く公衆

に伝 え,共 有することである。公衆全般は,

安全な処分の実行可能性について,技 術的

な合意が広 く普及しているということに気

つ いていないことが多い。

⑤ 長期的な廃棄物管理問題には,倫 理的,

社会的,政 治的次元の ものがある。地層処

分のような長期的な管理戦略の容認は,広

範囲にわたる適切な組織 との協議の後,公

衆の意見 を考慮に入れて社会的レベルまた

は政治的レベルでのみ決定される。

論議の多いプロジェク トという性質があ

る以上,地 層処分 を選択 しようとするすべ

ての国で適切 な社会的意思決定プロセスが

必要 になる。

⑥ 廃棄物管理専門家 とその機関は,技 術的

に健全で,安 全かつ経済的な解決策を策定

し,公 開討論でそれらの解決策について保

証する責任 を遂行 しなければならない。

社会は,全 体 として,放 射性および非放

射性 を問わず長期的にあらゆる廃棄物 を管

理するための方法の選択,お よびバランス

の とれた資源の割当てに参加する権利 と義

務 を持っている。

4.最 近 の 国際 ワー クシ ョップでの議論

米国科学アカデ ミー(NAS)は,地 層処分

について,各 国の技術的進展,プ ロジェク ト

自体 の推移 などの経験を踏 まえ,社 会的解決

がそれほど容易ではないこの問題をいかに展

開させてい くかなどの点について広 く関係者

の意見を採 り入れた報告書の作成 を計画し,

その一環 として,昨 年11月 に 「地層隔離によ

る放射性廃棄物の処分:開 発,現 状,お よび

技術 と政策の挑戦」 と題する国際ワー クショ

ップを開催 した。 内容,タ イミングともに前

述の国際的評価で触れた共通的課題に今後 ど

のように取 り組んで行 くのかに密接に関連 し
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ているように思われる。その意味で,具 体的

議論の枠組みおよび概要 を簡単に紹介する。

4.1ワ ークシ ョップの概要一 目的 と内容

米国科学アカデ ミー/研 究協議会(NAS/

NRC)は,国 内外の政策作成者に対 し,高 レ

ベル放射性廃棄物の地層処分オプションの実

施に対する開発,現 状並びに技術 と政策の挑

戦に関する客観的な情報 を提供 しようとして

いる。ワー クショップは,分 科会(セ ッショ

ン)の 作業方式で行われたが,国 内外の,政

策担当機関,研 究機関,産 業界,非 政府組織

およびメディアか らの参加 を期待 し,さ らに

公衆に対 してオープンにされた。その取 りま

とめは,運 営委員会によりワークショップの

議論 を勘案 し,2000年 の夏あ るいは秋 頃に

NRC報 告書 として刊行 され る予定 となって

いる。

4.2セ ッシ ョンの構成 と主要な議論

① セッション1-「 地層処分場の受容可能

性の確 立におけ る総合 システム性能評価

(TSPA)の 役割」

廃棄物隔離パ イロットプラン ト(WIPP)の

成功 と,英 国の地下研建設失敗の例 を振 り返

り,単 純でない処分地層では,解 明されてい

ない過程が関与して くる可能性 を排除できな

いとし,ユ ッカ ・マウンテンのような地層で

は,安 全評価の根本でもある地下水移行機構

の解明に至 るまでには,ま だ重要 な課題が残

るとしている。

② セッション2-「 処分概念から実施 まで

の段階的開発における技術 的および社会

的バ ランスの維持」

廃棄物の再取 り出しの問題が,将 来世代の

選択,社 会的合意,お よびモニタ リング対応

の観点か ら議論 された。また,開 発の段階的

進め方について各国の事例や認識の紹介がな

された。

③ セ ッション3-「 規制者のジレンマ:不

確実性が存在す る条件下での意思決定」

④ セ ッション4-「 社会的不信状況下での

パブ リック ・アクセプタンス」

英国のセラフィール ドにおける地下研建設

失敗事例についての議論があ り,英 国の教訓

を踏まえて今後先に進むにあた り,総 合的な

関連,プ ロセスや人に対す る信頼/信 任,コ

ミュニケーション(反 対派,安 全 とリスク,

調停)の 重要性が指摘された。

⑤ セッション5-「 国家計画か らの教訓:

成功 あるいは後退へのルー トを辿る」

幾つかの主要問題につ いて整理が行 われ

た。立地に関する特定の国の経験は他 国には

余 り役 に立たないであろうこと,信 頼は個人

によるところが大 きいが,堅 実な計画および

プロセスも重要であること,段 階的アプロー

チでは,全 体像 を見通 し各ポイン トで決定す

べ きことを,段 階ごとに押さえていくのが重

要であること,信 頼のために,関 連す る意見

を設計に反映できるようにす ること,規 制は

全て統合的かつ一貫性が重要であること,ま

た,廃 棄物の再取 り出しは将来世代 のオプシ

ョンであるとの認識が示された。

⑥ セッション6-「 地層処分は必要か」

地層処分の将来オプションと見られている

核種分離 ・変換技術について,核 種分離 ・変

換および加速器での核種変換(ATW)が 実施

された場合であっても,地 層処分場は依然と

して必要であろうとの合意が得 られた。

⑦ セ ッション7-「 国際協力 を通 じての進
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展」

海洋底下処分に関する発表,核 不拡散の提

案に関す る発表,国 際的な貯蔵 あるいは処分

の提案に関する発表及び国際処分場に関す る

プロジェクトの発表が行われた。特に国際処

分場計画については,ス ウェーデンの代表が,

国の計画 を壊 してはならない と強 く指摘 し

た。

が,そ れだけでは廃棄物管理の解決策 として

地層処分が妥当であることを広 く一般の人々

に知 らせ るのに不十分であるという認識を急

速に抱 くようになっている。処分を実施する

決定が受け入れ られるようになるには,よ り

多 くの人々に全幅の信頼が広 まらなければな

らない。高レベル放射性廃棄物の処分問題の

解決に向けて,国 際評価で示 された課題への

挑戦が今後 とも続 くことになろう。

5.お わ り に

ここまで,OECD/NEAに よる地層処分の

現状評価 を軸 とした国際動向を辿ってみた。

深地層処分場の概念は,倫 理的な考察 とその

他のオプションの検討 を踏まえて,研 究,開

発 と討論の上に出されたものである。近年,

各国で概念そのものがほぼ取 り入れ られてい

る一方で,一 部では処分の延期 と,廃 棄物管

理の代替オプションのさらなる検討を求める

意見が表明されている。廃棄物管理専門家は,

地層処分の概念の技術的知識 と技術的信頼

出 典

1.ProgressTowardsGeologicDisposalof

RadioactiveWaste:WhereDoWeStand?

AnInternationalAssessmentOECD/NEA

(1999,0ct)

2.NuclearWasteBulletin

UpdateonWasteManagementPolicies

andProgrammesNo.13,(Dec.,1998)

3.VirtuyalRepositoryofRadwaste

InformationbyGeosciencesforDevelop-

mentandtheEnvironmentNationalProfiles

(WebbSite)
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〔調査研究報告〕

産業用MCFCシ ステムの環境影響評価

一CO
2,SOx,NOx排 出量 の

ラ イ フサ イ クル ア セ ス メ ン ト的分析 一

ゆ 』、

鈴 木 昭 男((財)エ ネルギー総合工学研究所プロジェクト試験研究部 主任研究貝)
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1.は じ め に

地球環境問題に関 しては,平 成9年 度の地球

温暖化防止京都会議(COP3)に おける温室効

果ガス削減に関する合意等を受け,わ が国にお

いても喫緊の課題 として取 り上げられている。

一方
,燃 料電池は,高 効率で環境負荷が少

ない発電技術 として技術開発が着実に進めら

れてお り,地 球環境問題解決の1つ のツール

として期待 されている。

なかで も,溶 融炭酸塩 型燃料 電池(以 下

MCFC)は,そ の特性からよ り高効率が要求

される中規模以上の定置式発電用 として期待

されており,通 商産業省工業技術院のニュー

サ ンシャイン計画第2期 計画において、1,000

kW級 バイロットプラン トの運転研究が平成

11年 度に実施 され,所 期の性能が確認される

等,着 実に技術開発が進め られている。

MCFCが 火力発電所の代替 として導入 さ

れ る時代は,遠 か らず到来す るもの と見込ま

れている。

このような背景の中,当 研究所は溶融炭酸

塩型燃料電池発電システム技術研究組合の委

託により、MCFCの 市場導入 ・普及促進の支

援 を目的 とした調査研究 を実施 してきた。

平成8～9年 度の調査研究結果か ら,数M

W程 度の産業用需要家がMCFCの 先行導入

市場 として可能性が高いと判断し,平 成10年

度には産業用市場に導入す るMCFCシ ステ

ムを具体的に試設計し,MCFCが 同市場に適

応性が高いことを確認 してきた。

平成11年 度実施の本調査研究では,ラ イフ

サイクルアセスメン ト(以 下LCA)的 手法を

用いて産業用MCFCシ ステムの環境影響 を

定量的に評価 し,同 システムが環境にやさし

い発電システムであることを示す ことで,わ

が国におけるMCFCの 開発 ・導入促進の一助

となることを目的 とした。

2.調 査研 究の進め方

(1)検 討 項 目

本調査研究では,産 業用MCFCシ ステムに

ついて,以 下の検討を行った。

・素材重量 ・組立加工時使用エネルギーなど

の製造データ,燃 料使用量などの運転デー

タの概要 を明 らかに した。

・ライフサイクルにおける環境負荷(CO
2,

SOx,NOx)の 排出量を定量的に明 らかに

し,内 訳について評価 した。

一52一
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・単位電力量 当 りの環境負荷排 出量 につい

て,他 発電方式 と比較評価 した。

・産業用需要家 にMCFCシ ステムを コジェ

ネとして導入する前後で,需 要家 トータル

の環境負荷排出量を比較評価 した。

(2)評 価 手 法

環境影響 を定量的に評価す る理想的な手法

として,製 品のライフサイクルすべてを対象

とするLCAが 注 目されている。

本調査研究では,環 境負荷が人体へ与える

影響 まで定量的に評価するという本来のLCA

までは踏み込まず,一般的にLCAと して行わ

れているライフサイクルインベントリ分析(ラ イ

フサイクルにおける環境負荷の排出量を算出

し,そ の量で評価する分析)を 行ない,他 発

電方式 と比較す ることで相対的に評価 した。

環境負荷排出量は,積 み上げ法により算出

した。

(3)評 価 対 象

平成10年 度に電力使用量が数MW程 度の産

業用需要家用 に試設計 したMCFCシ ステム

の中で,代 表的なケースを評価対象 として設

定 した。

設定 した需要家のエネルギー利用状況を表

1に,適 用する7MW級MCFC/GTシ ステ

ムの鳥緻図を図1に,さ らに同システムのス

ペ ック概要を表2に 示す。

(4)評 価対象範囲

図2に 評価対象範囲 を示す。

LCAは,ゆ りかごか ら墓場までといわれる

とお り,本 来原料調達か ら設備廃棄 ・リサ イ

クルに至る製品の生涯における全ての工程 を

対象にすべ きだが,今 回評価するMCFCシ ス

テム等の発電設備においては,CO2,SOx,

NOxの 排出量は運転時が支配的 となってお

り,計 算の簡略化のため設備廃棄 ・リサイク

ガス ター ビン MCFCス タ ック

図17MW級MCFC/GTシ ステム鳥職図

第23巻 第1号(2000)
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表1設 定需要家のエネルギー利用状況

業 種 電子機器(半 導体)の 製造工場

工場運転形態 24時間操業

電力利用状況 夏 期17,400kW,冬 期15,000kW

熱 利用 状 況
温 度170℃,圧 力8kg/cm2,

流 量12t/hの 蒸 気(7740Mcal/h)

現状 コジ ェネ ガ ス ター ビン1,500kW×3基

使 用 燃 料 天然 ガス(パ イプ ラインか ら供 給)

表2設 定MCFCシ ステムのスペ ック

構 成
MCFC1.5MW×4基,

GT2MW×1基

送 電 端 出 力 6.9MW

送電端効 率 53.6%(HHV)

SOx Oppm

NOx 5ppm

ル時などは無視 した。

MCFCシ ステム製造に必要な原料 を採掘

してから工場に調達す るまでに発生する排出

量を 「素材調達誘発」 とし,こ れに工場での

組立加工 ・工場試験などに伴ない発生する「組

立加工誘発」 を合わせて 「製造誘発」の対象

範囲 とした。

また,運 転燃料の天然ガスか らの排 出につ

いては,液 化工程,海 上輸送 ・国内輸送での

排出を 「燃料調達誘発」 とし,こ れに発電時

に直接排出され る「直接排出」を合わせて 「運

転誘発」の対象範囲とした。

なお,今 回無視 した設備廃棄 ・リサイクル

等に関 しては,産 業廃棄物 を削減す る観点か

らは別途詳細に検討すべ きである。

運転誘発

燃料(天 然 ガス)

燃料調達誘発 直接排出 、

↑}往

MCFC発 電システム

液化工程

海上輸送

国内輸送

謁 ↓
、 素材調達誘発 組立加工誘発

設備廃棄

製造誘発

図2MCFCシ ステムのLCA的 評価対象範囲図
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3.LCAに 使 用 す る製 造 ・運 転 デ ー タ

LCAに 使用 され るMCFCシ ス テムの製

造 ・運転に関する諸データは,国 内でMCFC

表3素 材調達に必要な資源量

(MCFCシ ステム1基製造当り)

機 器 名 使用材料種類 重量(ton)

燃料電池

スタック

圧 力容 器

クロームモ リブデン鋼
1

160

ス テ ン レス鋼
1

48

ケイカル(保 温材) 3

燃 料 極 Ni-A1合 金 9

空 気 極 Nio 6

電 解 質
LiAlO2

1

3

Li、CO、/Na、CO, 6

セ パ レー タ
ス テ ン レス鋼 32

Niク ラ ッ ド 5

ガ ス ター

ビン

ケー シン グ
ス テ ンレ ス鋼 4

イ ン コネ ル 4

ロ ー タ ー イ ン コネ ル 4

発 電 機

銅 3

鉄心 3

圧延鋼板 3

改 質 器
ケー シン グ ス テ ン レス鋼 56

触 媒 Ni/ア ル ミナ 1.5

排熱回収

熱交換器

ケー シ ング クロー ムモ リブデ ン鋼 10

伝 熱 管 炭素鋼鋼管 5

プ ロ ア

カ ソ ー ド

ス テ ン レス鋼 4.4

鉄心 3

銅線 3

ア ノ ー ド

ス テ ン レス鋼 2.4

鉄心 2

銅線 2

起動用空気圧縮機
圧延鋼板 2.1

ステ ン レス鋼 2.1

空 気 貯 槽 圧延鋼板 2.6

煙 突 圧延鋼板 6

純 水 装 置
圧延鋼板 2.5

イオン交換樹脂 2.5

電気制御

ユニ ッ ト

イ ンバ ー タ
半導体 1

トラ ンス 12

導 体 銅 13

周辺配管
配 管 ス テ ン レス鋼 300

保 温 材
1

ケイカル(保 温材) 60

基 礎 コ ン ク リー ト 500

を開発 しているメー カ3社 よ り提出され た

推定値 を基に,当 研 究所 で設定 した(表3

～5)。

表4組 立加工に必要 な資源量

(1基製造当 り)

工 程 ・資 源 必 要 エ ネ ル ギー
・資源 量

MCFC

組 立 加 工

組 立 機 械 等 電気量230MWh

雰囲気ガス加熱用 都 市 ガ ス10kNm3

電 気 ヒ ー タ ー 等 電気 量2,500MWhMCFC

工 場 試 験
雰囲気 ガス加熱用 都 市 ガ ス170kNln3

GT組 立加工 電気量77MWh

その他雑動力(工場クレーン等) 電気量61MWh

N、(液 体 窒素供給) 2400kg/回

表5運 転時に必要な資源量

資 源 種 類 重 量 用 途

通
常
運
転
時

天然ガス(パ イプ
ライン供給)

846kg/h 発電用燃料

N、(液体窒素供給) 40kg/h
圧 力容 器内の圧

力 を維持す るた
めの雰囲気 ガス

停 冷
止間
1起

当動
り・

N、(液体窒素供給) 2,400kg 停止保管用

天然ガス(パ イプ

ライン供給)
2,000kg

スタ ックを反応
温度 まで昇温す
るために使用

N、(液体窒素供給) 40kg パー ジ用に使用

4.環 境負荷排 出量の試算

(1)試 算 方 法

MCFCシ ステムが ライフサ イクル を通 し

て排出す る各環境負荷(CO、,SOx,NOx)排

出量は表6の 計算式を元に試算した。

表6に ある素材 ・エネルギー ・燃料の使用

量は,前 項で求めた製造デー タ,試 設計結果

の運転性能データ ・運転条件等を適用 した。

また,各 排 出原単位は,資 源環境技術総合

第23巻 第1号(2000) 一55一



表6環 境負荷排出量試算式

環境負荷

排 出 量

製造

誘発

素材調達誘発=Σ(素 材使用量 × 排出原単位)[素 材別]

組 立加 工誘 発=Σ(エ ネ ル ギー 使用 量 × 排 出原単位)

[エネ ル ギー 源別]

運転

誘発

燃料調達誘発=Σ(燃 料使用量 × 排出原単位)[燃 料別]

直 接 排 出=Σ(燃 料使用量 × 設定直接排出原単位)[燃 料別]

研 究 所 の 蓄 積 し た デ ー タ ベ ー ス(NIRE-

LCA)等 よ り設定 した。

(2)試 算 結 果

評 価対 象 に設定 した7MW級MCFCシ

ステムにつ いて,電 池性能劣化率 を2.5%/

10000hと し,5年 毎に電池本体 を交換するも

のとして,15年 間のライフサ イクルにおける

各環境負荷排出量を試算 した結果を表7に,

内訳を図3示 す。

表7ラ イフサイクルにおける

MCFCシ ステム環境負荷排出量試算結果

CO2
(106kg)

SOx
(103kg)

NOx
(103kg)

素材調達誘発 4 4 3

組立加工誘発 5 4 5

製 造 誘 発 9 8 8

燃料調達誘発 14 32 20

直 接 排 出 283 0 38

運 転 誘 発 297 32 59

合 計 305 41 67

排 出 原 単 位
(kg/kWh)

3.76×10-1 5.00×10-5 8.20×10-5

ライフサイクルを通 した各環境負荷排出量

は,運 転誘発によるものがCO2で97%程 度,

SOxで79%程 度,NOxで88%程 度 と圧倒的に

多い試算結果 となった。

環境負荷排出量を削減するためには,発 電

一56一

CO2排 出 量の 内 訳

素材調達誘発1%

製造誘発3%

組立加工誘発2%

燃料調達誘発5%

NOx排 出 量 の 内訳

素材調達誘発5%

口%

製造誘発21%

製造誘発

12%

図3ラ イフサイクルにおける

環境負荷排 出量の内訳
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効率をいっそう向上させ ること等により,燃

料使用量を削減することが重要であることが

わか る。

なお,素 材調達誘発の内訳においては,圧

力容器や周辺配管等の重量を占めるステンレ

ス鋼等の金属の調達による環境負荷排出量が

多く,組 立加工誘発の内訳においては,工 場

試験に必要な資源による環境負荷排出量が多

いことが明らかになった。

5.他 発電方式 との比較

産業用MCFCシ ステムの環境特性 を客観

的に評価するため,単 位発電量あた りの環境

負荷排出量(運 転誘発のみ考慮)を 表8に 示

した他の発電方式 と比較 した。

(1)CO2

図4にCO2排 出の比較 を示す。

MCFCシ ステムは,発 電効率が高 く,潜 在

的にCO2排 出の少 ない天然 ガスを燃料 とし

て使用するので,石 炭火力の37%程 度,石 油

火 力 の51%程 度,LNG火 力 の74%程 度,

PAFC(リ ン酸型燃料電池)の66%程 度 と,既

存の火力電源よりCO2排 出量が少ない。

表8各 発電方式の設定

発電方式 発 電効 率
(%HHV)

備 考

石炭火力 36.5

国内9電 力会社の平均値石油火力 35.8

LNG火 力 38.1

PAFC 36.7 200kWク ラ スの例

MCFC 53.6 試設計値

購入電力 一

1995年 の 統 計 デ ー タ

(構 成:石 炭14%,LNG

24.8%,石 油14.9%,高 炉

共 同 火力1.7%,水 力9.8%,

原 子 力34.9%)

新鋭火力 52.0

1500℃ 級LNGガ ス ター

ビンコンバ イン ドサイクル

(脱硝装 置 設 置)

また,原 子力や水力等が含 まれている購入

電力と比較 しても81%程 度 となってお り,産

業用MCFCシ ステムを導入することは,CO2

削減に確実に効果があることが確認された。

なお,今 後の集中型電源の主流 といわれて

い る表8に 挙 げた新鋭火力 と比較す る と,

MCFCシ ステムの方が発電効率が 多少 高い

に もかかわらず,CO2排 出量は同等 となって

いる。これは,MCFCの 性能劣化や運転中に

使用するN2(将 来不要になると推測 される)

か らの排出まで考慮 しているためであるが,

(kg/kWh)
1.2

1,0

0.8

0.6

0.4

0,2

0

一

}

一

一

炭
力

石

火

油
力

石
火

LNGPAFCMCFC購 入

火 力 電 力
鋭
力

新

火

図4他 発電方式 とのCO2排 出量の比較
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集中型電源の新鋭火力は,遠 隔地か ら需要端

に送 るための送電ロスが数%あ り,需 要端近

くで発電す る産業用MCFCシ ステムは、その

分CO、 削減が期待できる。

(2)SOx

図5にSOx排 出の比較 を示す。

LNG火 力,新 鋭火力 と同様天然ガスを燃料

とするMCFCシ ステムは,燃 料自体に含 まれ

るS分 がほ とん ど無いため,運 転時の直接排

出がほとんど無 く,非 常に少ないSOx排 出量

となった。

石炭火力,石 油火力 と比較して数%程 度,

購入電力 との比較で も8%程 度の排出量 とな

ってお り,産業用MCFCシ ステムなどの天然

ガスを燃料 とす る発電方式の導入は,SOx削

減に大 きな効果があることが確認された。

(3)NOx

図6にNOx排 出の比較 を示す。

MCFCは 発電反応 システム 自体 で燃焼 を

伴わないので,NOxの 排出はGT補 助燃料の

燃焼から発生す る程度で非常に少ない。その

ため,石 炭火力の11%程 度,石 油火力の17%

程度、LNG火 力の25%程 度 と,非 常に少ない

NOx排 出量 となった。

また,購 入電力 と比較 して も15%程 度で,

産業用MCFCシ ステムの導入は,NOx削 減

に大 きな効果があることが確認 された。

なお,新 鋭火力 と比較するとあまり差はな

いが,需 要端近 くで発電するため,送 電ロス

の少ない分NOx削 減効果は期待できる。

の剛9
/線n

18

6

8

6

4

2

∩
V

炭
力

石
火

14

12

10

5図

石油LNGMCFC購 入 新鋭
火力 火力 電力 火力

他 発 電 方 式 とのSOx排 出量 の 比 較

(lO-4kg/kWh)
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火 力

図6

石油LNGMCFC購 入 新鋭
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他 発 電 方 式 とのNOx排 出量 の 比 較
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6.需 要家にMCFCシ ステム を導入 し

た場合の環境負荷排 出量削減効果

評価対象に設定 した需要家に産業用MCFC

をコジェネ として導入した場合,需 要家 トー

タル としての環境負荷排出量が削減できるか

を評価するため,電 力 ・蒸気 を購入電力およ

びボイラーで供給していた状態の 「コジェネ

導入前」,現状のガスター ビンコジェネ(以 下

GTコ ジェネ)を 導入 した状態の 「既存GT

システム」および試設計 した産業用MCFCシ

ステムをコジェネとして導入 した後の状態の

「MCFCシ ステム導入後」の3ケ ースについ

て比較評価 した。

各ケースの必要電気 ・蒸気の供給方法 を表

9に,各 ケースのエネルギー入出力図を図7

に,ま た需要家における環境負荷LC排 出量

の比較 を図8に 示す。

表9各 ケースの必要電気・蒸気の供給方法

ケ ー ス 供 給 方 法

、

コジエ不

導入 前

電
力

全 て購 入電 力。

蒸
気

全 て天 然 ガス焚 き炉 筒煙 管 ボ イ

ラー 。

既 存GT

システ ム

電
力

GTコ ジェネ で発生 した電 力,

不 足分 は購 入電 力 に よる。

蒸
気

全 てGTコ ジェネ で発生 した蒸

気 。

MCFC

シス テム

導入 後

電

力

MCFCシ ス テ ム で 発 生 した 電

力,不 足分 は購 入電 力 に よ る。

蒸

気

MCFCシ ス テ ム で 発 生 した 蒸

気 。不 足分 は天 然 ガ ス焚 き炉 筒

煙 管 ボ イラー に よ る。

(1)CO2

「MCFCシ ス テ ム導 入 後 」 の ケ ー ス を 「コ

ジ ェ ネ導 入 前 」 の ケ ー ス と比 較 す る と,も し

MCFCシ ステムで設定 した需要家に必要な

蒸気量を全て賄 えれば,MCFCシ ステムが購

入電力(原 子力 ・水力等を含む)よ り排出原

単位が少ないことから,購 入電力量がMCFC

システムか らの供給で減 った分(6.9MW)に

応 じて需要家 トー タルのCO2排 出量は減少

するはずである。しか し,MCFCシ ステムか

らのみでは必要な蒸気量 を全て賄 うことがで

きず,不 足分を賄 うための追焚ボイラーによ

って誘発 されるCO,排 出量があるため,需 要

家 トータル としては7%程 度の削減 となって

いる。

また,「既存GTシ ステム」のケースと比較

す ると,MCFCコ ジェネ(6.9MW)がGTコ

ジェネ(4.5MW)よ りコジェネの電気出力が

大 きいのに,コ ジェネ誘発部分のCO2排 出量

が3割 程度減ってお り,MCFCシ ステム単体

のCO、 削減効果は十分確認できる。しかし,

「MCFCシ ステム導入後」のケースが必要蒸

気量を満たすために追い焚 きボイラー を必要

とすることか ら,GTコ ジェネで発生する蒸

気量が必要蒸気量とマ ッチしている 「既存G

Tシ ステム」のケースに対 し,需 要家 トータ

ル としてのCO2排 出量削減効果 はほ とん ど

期待できない。

環境負荷排出量においても需要家に必要な

熱量 とコジェネ機器の熱供給量のバ ランスが

重要なことが再認識された。

(2)SOx

MCFCシ ス テ ム,GTコ ジ ェ ネ と もS分 の

無 い 天 然 ガ ス 燃料 を使 用 して お り,運 転 誘 発

に よ るSOx排 出量 が 非 常 に 少 な い。 その た め

購 入 電 力 が コ ジ ェネ 機 器 か ち の供 給 で減 っ た

分(MCFCシ ス テ ム 〈6.9MW>,GTコ ジ ェ
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ネ 〈4.5MW>)だ け 需 要 家 トー タ ル のSO2排

出量 を削 減 で き,「MCFCシ ス テ ム 導 入 後 」の

ケー ス は 「コ ジ ェネ 導 入 前 」 の ケ ー ス の65%

程 度 に,「 既 存GTシ ス テ ム 」の ケ ー ス の87%

程度に削減できることが確認された。

(3)NOx

「MCFCシ ス テ ム導 入 後 」 の ケ ー ス を 「コ

(a)コ ジ ェネ導入 前一 電 力

夏 季:17400kW

冬 季i5000kW

蒸気

天 然 ガ ス

700kg/h

(91G6Mcal/h)

L. ボイ ラー

回収熱効率=85%

NOx:50ppm

7740Mc

レ

h)

7

NOx=104Gg/h

(b)既 存GTシ ステ ム一 電 力

夏 季:12900kW

冬 季'10500kW

天 然 ガ ス ー

llglkg/h

(15480Mcal/h)

GTコ ジ ェネ

発電効率:25%

回収熱効率=50%

NOx:70ppm

電 力
4500kW

NOx:61〕90g/h

蒸 気

7740Mcal/h

総合熱効率:75%

(c)MCFCシ ステ ム導 入後一 電 力

夏季:10500kW

冬 季810GkW

天然 ガス ー

846kg/h

(10998Mcal/h)

天然 ガ ス ー

625kg/h

(8122Mcal/h)

MCFCシ ステ ム

発電効率=53.6%

回収熱効率:7.9%

NOx:5ppm

温 水

836Mcal/h

追 焚 きボ イ ラー

熱効率:85%
NOx:50ppm

電 力

6900kW

蒸 気

7740Mcal/h

総合熱効率:72%

図7各 ケースのエルギー入出力図
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105kg

l2

io

器
既 存GT

システ ム

MCFC

シ ステム

コジエネ

導入前

既 存GT

シ ステム

MCFC

システ ム

コジェネ 既存GT

導入前 システム

ロ 購入勧 ロ ボイラ醗 口GT醗

図8需 要家における環境負荷ライフサイクル排出量の比較

ジェネ 導入前」の ケー ス と比較 す る と,

MCFCシ ステムは運転誘発によるNOx排 出

量が少ないため,購 入電力量がMCFCシ ステ

ムか らの供給で減 った分だけ需要家 トータル

のNOx排 出量が削減でき,「MCFCシ ステム

導入後」のケースは 「コジェネ導入前」のケ

ースの71%程 度に削減できることが確認され

た。

また,「既存GTシ ステム」のケー スと比較

す ると,MCFCシ ステムはGTコ ジェネと比

較 してNOx排 出量が大幅 に少な く,MCFC

システムに追焚 きボイラーによる誘発 を加 え

て も需要家 トー タルのNOx排 出量を十分削

減でき,「MCFCシ ステム導入後」のケースは

「既存GTシ ステム」のケースの52%程 度に

削減 できることが確認された。
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7.ま と め

今 回の検討によ り,産業用MCFCシ ステム

の環境特性の概要がつかめ,MCFCシ ステム

は,他 発電方式 と比較 し環境影響負荷が非常

に少 ない発電方式 ということが確認できた。

また,MCFCシ ステムをコジェネとして導

入することで,需 要家 トータル としても各環

境負荷排出量を削減できるこ とも分 った。

MCFCは 環境負荷排 出量が少なく,環 境に

や さしいシステムであることが定量的に評価

できた といえる。

なお,MCFCは 開発途上の技術であ り,現

時点では詳細な製造データ等は不明確 である。

本検討 では,現 時点で可能な限 り収集 した情

報 を基に検討 を実施 しているが,今 後 より具

体的な情報が収集できれば,最 新の情報 を基

に詳細検討 していただ くことを希望す る。

謝 辞

本調査研究実施につ き,ご 多忙の中,快 く

ご指導いただいた溶融炭酸塩型燃料電池発電

システム技術研究組合,資 源環境技術総合研

究所,製 造データの推算をいただいた各 メー

カ等,関 係各位のご協力に心か ら感謝いた し

ます。

謂
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〔技術解説〕

プ ロセ ス 開発 とシ ミュ レー ター

片 山 優久雄 僻診竺酸編鵜究撫)
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当時,球 晶が良 く発達 しX線(002)回 折 ス

1.緒 言

プロセス として完成途上にある装置の設計

において,温 度,圧 力,プ ロダク ト構成など

の反応状態を予測できるシ ミュレー ターの開

発が装置設計に先行 して行われれば,設 備 ま

たは設備構成の選択が容易で,か つ充分な設

備の耐圧 ・耐熱性や耐薬品性についての対応

を取ることができる。さらに,完 成度の高い

シミュレーターでは,部 分負荷運転における

反応率変化(総 合熱効率変化 も含む)等 も予

測でき,前 もって精度の高いプロセスの経済

性検討 も行 うことができる。

以下に筆者が,現 在 までに開発 したシ ミュ

レー ターを紹介する。

2.炭 化反応 シ ミュレーター開発 と

炭素材用原料 ピッチの選択

筆者は,1970年 代の10年 間,石 油系 ピッチ

を原料 とした炭素材料開発のわが国における

先導的企業である呉羽化学工業(株)に おい

て,重 質油の処理技術開発に従事 し,炭 素繊

維原料 ピッチの製造方法の開発や,ユ リカピ

ッチに代表 されるコーク ・バインダー ・ピッ

チの開発等に従事 した。

ペ ク トルがシャープに尖った形状を呈す るソ

フ トカーボン原料 ピッチ と,球 晶の発達が悪

くX線(002)回 折スペ ク トルがブロー ドな形

状 を呈す るハー ドカー ボン原料 ピッチの分類

は,400℃ 程度 で長時間の球晶生成反応 を行

い,偏 光顕微鏡による観察 と,そ の熱変1生ピ

ッチの炭化処理後のX線 回折によって行われ

ていた。

この黒鉛化性の善 し悪 しは,炭 化原料 ピッ

チの化学構造に起因していると考えられてい

たが,ど の種の化学構造因子が支配的要 因と

なっているかは明確化されていなか った。そ

こで筆者は,バ ン ・クレベ リン1),ブ ラウンと

ラ ドナー2),ウ ィ リアム3)等の構造解析法を用

いて,ピ ッチの化学構造因子 と炭化特性 との

関連付け を試みたが関連付け を行 えなかっ

た。

ちょうどその頃(1970年),ハ ー シュとアル

トゲル ト4)のコンピューターを用 いた構造解

析法が出てきた。この構造解析法は,未 完成

であ り使用上の多くの制約を有 していた。 こ

の未完成な構造解析方法を,一 般的に使用可

能 とするために種々の分子構造モデルか ら新

たな化学構造関連式 を作成す ることによって

不備 な個所 をなくし,か つ計算 を収束させ る

ためにフロー ティング ・パラメーター を利用
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START

元素分 析値,比 重

NMR分 析値,分 子量

赤外 線分光分析デー タ

C-NMR分 析値

屈 折率等のデー タ入 力

構成原子数,分 子容

各種水素数の計算

縮 合環数(R)の 最大値(Rmax)と

最小値(Rmin)の 決定

↓

R≦Rmax
NO

YES

外周炭素(CPT)の 最大値(CPTmax)と

最小値(CPTmin)の 決定

NO

CPT≦PTmax

YES

パ ラフィン鎖 の数(L)の

初期値決 定
CPT=CPT十1.0

FB≦O.5

YES

NO

↓YES

(it)

図1構 造解折計算プログラムの フローチャー ト
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す る収束計算方法を用いるなどして,図1の

計算 フローに示す重質油の構造解析プログラ

ム を完成させた。この構造解析プログラムは

改良を加 えられ,図2に 示すSAAH(=Struc-

turalAnalysisofAromaticHydrocarbon)

システム5)～7)とな り現在 も販売利用 されてい

る。 この新 しい構造解析法を用いて多 くの芳

香族 系重質油類の構造解析 を行 い(表1参

照),解 析によって得 られた芳香族性指数,芳

香族縮合環数,ナ フテン環数等の構造因子と

固定炭素 を用い,炭 化処理(1,000℃ 焼成)後

の炭素構造を示唆するX線(002)回 折図形か

ら回折強度指数(=ピ ー ク高lmax/半 価巾B)

をシ ミュレー トする式の開発を行 った。炭化

処理(1,000℃ 焼成)後 の炭素構造 を示唆する

X線 、(002)回 折図形か ら回折強度指数(=

Imax/B)を 求める方法 を図3に 示 した。図4

には,表1に 示 したピッチ試料の炭化物のX

線(002)回 折結果を示 した。 この回折強度 と

構造解析結果から求められた因子 とを次元解

析手法を用いたシ ミュレーションによって関

連付けを行い,次 に示す簡略化 された数式を

得 た8)。

f(¢C,fa,RA,R,Q,FB)

=a×{(1+のC)×fa2×RA2×Q×100}

÷(R2×FC)

f(¢C,fa,RA,R,Q,FB)-Imax/B=0

-

り
乙

ここで,表1と 上記数式に用いられている

記号についての説明を行 う。

C:分 子を構成する炭素原子の数

H:分 子を構成する水素原子の数

fa:芳 香族性指数(全 炭素数に占める芳

香族炭素数)

CR:全 縮合環 を構成す る炭素数

CA:芳 香族炭素数

R:全 縮合環数

RA=芳 香族縮合環数

CP:パ ラフィン炭素数

FB:パ ラフィン側鎖の置換可能位置の割

合

¢C:縮 合環のタイプを示す指数

FC:固 定炭素%

SAAH-1

(溶剤可溶芳香 族成分)

SAAH

(構造解析 プ ログ ラム)

SAAH-2

(溶剤不溶芳香族 成分)

LEX

(炭化物の評価 プログラム)

SAAH-3

(Cl3NMR*使 用可能芳香族 成分)

SAAH--4

(ナ フ テ ン,パ ラ フ ィ ン留 分)

*:炭 素13核 磁気共 鳴分 析装置

図2SAAH構 造解折 ・炭化物評価 システムの構成

第23巻 第1号(2000) 一65一



表1炭 化原料 ピッチの構造因子 とピッチ炭化物のX線(002)回 折強度因子

試 料
構 造 因 子

C H fa CR CA R RA CP

シ ミュ レー

シ ョン用

A

B

C

D

E

F

G

88

99

95

139

118

166

46

49

54

74

80

101

159

29

0,943

0,929

0,842

0,935

0,703

0,560

0,935

83

92

80

130

94

128

43

83

92

80

130

83

93

43

23

27

19

35

27

41

11

23

27

19

35

23

27

11

5

7

15

9

24

38

3

比 較
参 照 用

H

I

J

80

125

124

53

82

116

0,888

0,880

0,581

7!

110

107

71

110

72

19

30

31

19

30

17

9

15

17

表1炭 化原料 ピッチの構造因子 とピッチ炭化物のX線(002)回 折強度因子(つ づき)

試 料
構造 因 子 固定炭素%

FC
LE*

X線(002)

Imax/BFB のC Q

シ ミュ レー

シ ョン用

A

B

C

D

E

F

G

0.12

0.11

0.21

0.13

0.15

0.21

0.12

0,186

0,083

0,857

0,438

0,406

0,192

0,286

3.49

3.26

4.65

5.38

4.15

4.89

2.22

52

50

53

59

54

55

49

3.5

3.1

5.8

5.7

1.9

0.6

2.5

3.6

2.9

6.2

5.5

1.8

0.7

2.7

比 較
参 照 用

H

I

J

0.18

0.19

0.16

0,214

0,280

0,829

3.87

5.53

5.14

51

54

52

3.6

5.1

0.9

3.5

5.3

1.3

*:LE=f(¢C,fa,RA,R,Q,FB)

回
折
強
度

10203040

2θ(度)

図3半 値 幅(B)と ピ ー ク 高(lmax)の 関 係

一66 一

回
折
強
度

10 203040

2θ(度)

(注)D,E,F,Gは シ ミュ レー シ ョン用

試 料 番 号(表1)

図4X線(002)回 折 パ タ ー ン
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Q:重 合 度 に 相 当 す る値

Imax:X線(002)回 折 ピー ク 高

B:X線(002)回 折 ピー クの 半 価 巾

この関係式(2)を 用い,炭 化原料 ピッチ

の構造解析結果か ら得 られる構造因子 と工業

分析の固定炭素(%)と か ら,炭 化処理後の

炭素の結晶性 を知 ることができるようになっ

た。 このため,そ れ以前において困難 を極め

ていた炭化処理以前の段階でピッチの舗分け

が容易 に行えるようになり,ま た熱処理過程

におけるピッチの構造変化並びに炭化特性の

解析によって適切な熱処理が行 えるようにな

り,炭 素材料用ピッチの製造が以前 と比べ格

段に簡略化 され ることとなった。

3.石 炭 ガ ス化 反 応 シ ミュ レー タ ーの

開発

3.1石 炭ガス化反応 シ ミュレーターによる

ガス化炉部分負荷運転におけるIGCC発

電特性予測

筆者は,か って米国ボス トンのエネルギ

ー ・リソース社において完成 したガス化の主

生成物であるCO,H2,CO2の 生成比率,冷 ガ

ス効率,及 びガス化炉からの回収可能熱量を

計算するガス化反応シ ミュレー ターをリバイ

スす るために,東 北大学工学部阿尻雅文助教

授の協力を得て,新 たなシ ミュレーターの開

発を行 った。

まず,ガ ス化炉入口と出口の炭素,水 素,

酸素のマスバ ランスを合わせ る。かつ,入 口

と出口のエンタルピーバランスを合わせ,ガ

ス化温度,生 成物組成を決定する。計算のフ

ローを図5に 示す。

石炭の炭素,水 素,酸 素量 または空気量,

スチームの水素,酸 素量等の供給速度 と炭素

転換率が与えられ るため,ガ ス化温度 さえ決

まれば,生 成ガス組成が決定できる。

一般 に,炭 素転換率は,燃 焼反応速度定数,

ガス化の反応速度定数,ガ ス化反応温度及び

石炭粒子の滞留時間から計算される。しか し,

気流相ガス化炉では,灰 の溶融点以上の非常

に高い温度で運転す ることが多 く,この場合,

炭素転換率は98%以 上と極めて高い。 このよ

うに,炭 素転換率が高い範囲においては,炭

素転換率 を速度論的に評価す る必要 もない。

実際,こ の値 を0.98か ら0.99に ふっても,装

置全体 のパ フォーマンスに大 きな影響 を与え

ることはない。そこで,炭 素転換率に実測値

を用いた。 また実測値が与えられていない場

合,炭 素転換率は0.99と した。

ガス化反応におけるエンタルピーバ ランス

式は,石 炭,水 蒸気,酸 素等の供給速度並び

に出口のガス流量,未 燃炭素流量及び灰の流

量が与えられれば,反 応温度が決定できる。

すなわち,マ スバランス,シ フ ト平衡,エ ン

タル ピーバランスを連立 させれば,石 炭,水

蒸気,酸 素等の供給速度のみから,反 応温度,

生成ガス組成,流 量を決定できる。 したがっ

て,実 装置における定格運転性能の解析のみ

ならず,部 分負荷 を行った場合についても,

ガス化炉高温部温度,ガ ス組成,ガ ス流量を

評価できるようになる。

ガス化炉高温部での成績のシ ミュレーショ

ン結果を,表2に 示 した。表2に 示 されたよ

うに計算値 と実炉の生成ガス組成はよ く一致

しているといえる。そこでIGCC(石 炭ガス化

複合発電)に 各種タイプのガス化プロセスを

組み込んだ場合のプラン ト効率等 を求め図
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6,図7に 示 した。

IGCCの 構成 は,ガ ス化炉1基 にガスター

ビン1基 とした場合 としてプラン ト効率等 を

計算 した。

図6は,各 種タイプのガス化炉の負荷変動

が発電設備に与える影響について検討 を行っ

たものである。図6よ りガス化炉の負荷変動

が発電設備に与える影響が大 きいことがわか

る。

図7は,送 電端効率 とガス化炉負荷の関係

についての計算結果である。この図か らガス

化炉の負荷率70%以 下での操業は難 しいこと

がわか る。この様に,一 般性を持つガス化 シ

ミュレー ターは,負 荷変動 をも予測すること

が可能 となる。

入 力 デ ー タ

① 石炭 ブイー ド量

② 石炭性状(工 業分析値,元 素分析値,発 熱量)

③ スチー ム温度及 びフ ィー ド量

④ 石 炭搬送用 ガス又は水等の量

⑤ ガス化材 としての酸素供 給量(酸 素ベー ス)

⑥ ガス化 炉 ヒー トロス

部分燃焼反応及び副次反応の計算

ガス組成計算

入 口・出 ロエンタル ピー比較計算

入 口≒出口

ガス化温度の決定

シフ ト反応計算

ガス組成再計算

冷ガス効率計算

図5噴 流層部分燃焼ガス化反応シ ミュレーターの フローチャー ト

一68一
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表2実 装置とシ ミュレーター結果 との比較

シェル実炉 シェル計算 テキサ コ実炉 テキサ コ計算

・石炭供給 量(t/h) 28.1 28.1 50 50

分折値:C(%) 83.98 83.98 77.91 77.91

H 5.45 5.45 5.23 5.23

原 N 1.80 1.80 0.09 0.09

S 1.58 1.58 1.13 1.13

0 7.12 7.12 15.64 15.64

灰分 6.47 6.47 10.30 10.30

水分 5.0 5.0 7.9 7.9

発 熱 量(kcal/kg) 7,600 7,600 6,420 6,420

料 ・酸素供給量(t/h) 26.0 26.0 36.5 36.5

余剰酸素量(%) 0.8 0.8 4.7 4.7

・噴霧用蒸気(t/h) 5.6 5.6 0.0 0.0

・圧送用窒素(t/h) 7.8 7.8 0.0 0.0

反 ・原料 フ ィー ド方 式 乾式 乾式 湿式(65%ス ラリー) 湿式(65%ス ラリー)

応
条

・ガス化温度(℃) 一 1,910 1,440 1,440

件 ・ガ ス化 圧(kg/cm2) 20 20 35 20

・生成 ガス(%)

反 (DryBase)

応 CO 60.41 58.90 36.28 36.90

生 CO2 4.85 4.78 20.93 22.86

成 H2 27.68 29.30 42.48 40.00

物 N2 7.06 7.02 0.31 0.24

・冷ガス効率(%) 75.8 75.84 69.80 70.14

[0050
,0

90

45.0

80

発

霧 ・・ 誉40・0

備 端
負 効

墓 ・・ 麦35.。
露)

50

30.0

40

3025.O
IOO908070605040100

ガス化炉負荷率(%)

図6各 種タイプ別ガス化炉負荷率 と発電設備負荷率の関係 図7
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表3シ ェル部分燃焼酸素吹 き石炭ガス化 プロセス

実 炉 計 算 値

(kg/h) (kg・mol/h) (kg/h) (kg・mol/h)

;

ガ

ス

化

原

料

石 灰(DAFべ 一 ス,25℃)% 93,530 93,530

C=79.49 74,347 6,/90 74,347 6,!90

H=5.75 5,380 2,669 5,380 2,669

N=1.70 1,594 0,057 L594 0,057

S=1.50 1,399 0,044 1,399 0,044

0=1!.56 10,810 0,338 10,810 0,338

灰 分6.47 6,470 6,470

水 分 0,000 0,000

合 計 100,000 9,297 100,000 9,297

燃焼用 酸素(25℃) 94,140 2,942 94,140 2,942

窒素(25℃) 0,008 0,000 0,008 0,000

ア ル ゴ ン(25℃) 2,388 0,060 2,388 0,060

噴霧用窒素(25℃) 28,000 1,000 28,000 1,000

噴霧用蒸気(300℃) 25,000 1,388 25,000 1,388

合 計 149,536 5,389 149,536 5,389
=

生

成

ガ

ス

組

成

(kg/h) (kg・mol/h) (kg/h) (kg・m・1/h)

Cロ ス 0,745 0,062 0,745 0,062

H2 5,344 2,651 5,341 2,649

CO 158,848 5,671 158,884 5,672

CO2 20,069 0,456 20,003 0,455

CH4 0,000 0,000 0,000 0,000

COS 0,060 0,001 0,066 0,001

H2S 1,465 0,043 1,455 0,043

02 0,000 0,000 0,000 0,000

N2 29,610 1,057 29,596 1,057

Ar 2,388 0,060 2,388 0,060

NH3 0,000 0,000 0,003 0,000

H20 24,555 1,363 24,584 1,365

合 計 243,083 11,364 243,064 11,363

ガス化 ゾー ン温度(℃) 約2,000 2,105

ガ ス化 炉 ヒー トロス 原 炭 の2.5% 原炭 の2.5%

冷ガス効率(%) 78.43 78.42
一

Note:実 炉 の ガ ス化 温度 はエ ン タル ピー 計 算 よ り求 め た 。

3.2石 炭 ガ ス 化 反 応 シ ミュ レー タ ー に よ る石

炭 水 素 添 加 ガ ス化 プ ロ セ ス の 効 率 予 測

(1)ガ ス化 反 応 シ ミュ レー タ ー

3.1で 紹 介 し た石 炭 ガ ス 化 シ ミュ レー タ ー

をべ 一 ス に して,メ タ ンやH2S,COS,NH3

等 の生 成 比 率 も計 算 で き,酸 素 吹 き乾 式 ガ ス

化 炉(バ ブ コ ッ ク 日立(株)のHYCOLガ ス化

炉,シ ェ ル,プ レ ン フ ロー ガ ス化 炉 等),空 気

吹 き乾式ガス化炉(CEや 勿来のガス化炉),湿

式酸素吹 きガス化炉(ダ ウやテキサ コの石炭

水スラ リー供給ガス化炉)等 すべての噴流床

式ガス化炉に適応できるガス化反応 シミュレ

ーター を完成 した。

このガス化反応シミュレーターの精度は,

実炉 との比較において,シ フ ト反応温度 との

関連から,表3に 示す ように,ガ ス成分比率
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については最大±5%以 内,冷 ガス効率(生

成 ガス発熱量 を原料発熱量 で割 った値)で

は,±0.5%以 内の誤差範囲に収まってお り,

充分使用可能なシ ミュレー ター といえる。

(2)石 炭水素添加ガス化プロセス(ARCH

プロセス)の 効率予測

京都大学大学院工学研究科の三浦孝一教授

により,実 験によって得 られたデータを元に

開発 されたARCH(石 炭水素添加ガス化)炉

の反応シミュレーター を用いた計算結果であ

る物質 ・熱バ ランス値(計 算結果は大阪ガス

(株)よ り入手)と,残 渣のチャーの組成デ

ータを用いて,部 燃ガス化反応シュ ミレーシ

ョン計算を実施した。計算によって得 られた

結果 を用い,熱 回収系統,ガ ス精製 ・分離系

統,増 熱系統等の消費動力や熱ロスを求め,

プ ロセス全体の効率計算を実施 した。

計算結果を表4に 示 した。また,表4に は

ARCHプ ロセスにおけるベ ンゼンを併産す

る熱効率最大モー ドとメタンのみ を生産する

SNG(合 成天然ガス)最 大モー ドについて,

さらに比較のために石炭の部分燃焼ガス化プ

ロセスとメタネー ターを組み合わせたプロセ

スについての評価結果を示 した。また,各 プ

ロセスフローを図8～ 図10に 示 した。

表4に 示すように,反 応装置 として開発途

上 にあるARCH炉 をべ一ス としたプロセス

の熱効率 ・生成物評価 を,反 応シミュレータ

ーの開発利用によって行 うことが可能 となっ

た。 これ らの計算結果 を用い,各 ユニ ットプ

ロセスの建設 コス トを試算す ることによっ

て,プ ロセスの経済性の検討 を行 うことも可

能であり,新 エネルギー ・産業技術総合開発

機構(NEDO)の 委託により,(社)日 本エネ

ルギー学会でARCHプ ロセスの経済性評価

表4SNG製 造 プロセスの熱効率評価

熱 効 率(%)
項 目 使用量

メ タンベ ー ス SNGべ 一 ス

」 原料

↑ 1原 料石炭(DRY)(t/h) 681.4

蒙 2燃 料石炭(t/h) 56.6 65.2 68.6

遠 3プ ロパ ン(t/h) 96.9

鴇 製品SNG(Nm3/h) 375,000

照
原料

田降 1原 料石炭(DRY)(t/h) 644.0

鉛掻 2燃 料石炭(t/h) 122.6

毒 3プ ロパ ン(t/h) 94.1 69.8 76.6

出 製品ベ ンゼ ン(t/h) 37.4

昆 製 品 ナ フ タ リン(t/h) 16.2

<
製品SNG(Nm3/h) 375,000

七 原料

曙 1原 料石炭(DRY)(t/h) 558.2

奉 2燃 料石炭(t/h) 106.5 68.5 76.0

巴 3プ ロパ ン(t/h) 94.1
餌
< 製品SNG(Nm3/h) 375,000
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が 実 施 され て お り,当 シ ミュ レー ター の結 果

が 用 い られ て い る。

こ の よ うに,開 発 途 上 に あ る反 応 装 置 に つ

臨厨

いての一般性 を持つ シ ミュレー ターの開発

は,将 来の完成時の生産物やプロセスコス ト

についての評価 を早い時点で行 うことを可能

とする。

プロパ ン

スラグ

図8

原料炭
H凹

炉
A

墜
囲
厨

CH4転 化 熱回収3

酸性ガス
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図10石 炭 水 素 添 加 ガ ス 化 プ ロセ ス ・ブ ロ ッ ク フ ロー(メ タネ ー タ ー 設 置 ス キ ー ム/SNG最 大)

4.お わ り に

反応シ ミュレー ターの開発にあたっては,

先ず主反応を見つけ,主 反応に続 く2番 目の

反応の発見,そ れに続 く反応 と順次決定 して

行 くことが最初であり,続 いて反応速度評価

実施の順序 となる。この反応順位の見極めを

誤ると一般性 を持 ったシミュレー一ター とはな

り得ないことを,筆 者は,過 去の何 回かのシ

ミュレーター開発において身を持 って経験 し

た。 この報告が,今 後のシミュレーター開発

や基盤研究の参考 となれば幸いである。
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〔事 業 計 画〕

平 成12年 度 事 業 計 画 の 概 要

(財)エ ネル ギー総合工学研究所

本研究所は,エ ネルギーに関連する情報の

収集,加 工,提 供およびプロジェク ト調査研

究を推進 し,併 せてエネルギー技術の普及啓

発活動 を進め ることを基本方針 とし,そ の事

業活動の効率化 を一層推進 しつつ,平 成12年

度においては,次 の各号の事業 を行 う。

1.エ ネルギーに係 る科学技術に関する調査

について

エネルギーに関連す る各種情報 を,国 内お

よび海外の諸機関 との情報交流等を通 じて広

く収集 し,技 術的見地から区分,整 理す る。

(1)エ ネルギー ・環境技術デー タベース基

礎資料の情報収集,分 析,検 索,処 理

(2)エ ネルギー ・環境技術 の実用化状況に

関する情報の収集分析

(3)原 子力開発国際情報の収集分析

2.エ ネルギーの開発,供 給,利 用に係る科

学技術資料 ・情報の分析法,評 価法,体 系

化法の開発および応用に関する研究につい

て

エネルギーの開発,供 給,利 用に係 る科学

技術資料 ・情報に関 して,そ れらの分析,評

価,体 系化 を行 うための手法の開発研究を実

施 し,ま た,こ れら資料 ・情報の分析 ・評価,

動的な変動予測,相 関性の評価,目 的に応 じ

た体系化などを行い,そ の利用価値の向上を

図ることとする。

(1)環 境,経 済等への影響 を考慮 した総合

的エネルギー需給システム評価手法の開

発研究

(2)各 種エネルギー ・システムの総合的評

価手法の開発研究

(3)エ ネルギー情報提供のための手法検討

3.エ ネルギーの開発,供 給,利 用に係 る技

術上の基礎的事項 に関する部門的,総 合的

な研究について

エネルギー新 技術の萌芽 の発見 と将来展

望,エ ネルギー技術要素の特性向上,安 全性・

信頼性の評価,エ ネルギー開発 ・供給 ・利用

のための各種 システムの評価研究など,部 門

的,総 合的な技術的見地からの研究を行 う。

(1)エ ネルギー関係技術開発動向およびそ

の将来性評価に関す る調査研究

・燃料電池

・マイクロガスター ビン

(2)エ ネルギー技術シーズに関す る調査研
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究

(3)電 力技術開発の戦略的展開に関する調

査研究

(4)原 子力技術開発の革新的展開に関する

調査研究

(5)ニ ューサンシャイン計画におけ る長期

エネルギー技術戦略に関す る調査研究

(6)エ ネルギー研究開発 についての総合的

な戦略に関する調査研究

(7)「 エネルギー学」の展開に関する調査

研究

(8)先 端シ ミュレーション技術などシステ

ム工学に関する調査研究

4.エ ネルギーの開発,供 給,利 用 に係 る技

術上の応用的事項 に関する部門的,総 合的

な研究について

刻々と変化す る社会的,経 済的,技 術的な

多種多様 な制約のもとで,エ ネルギーの開発,

供給,利 用に関して,安 全性の確保 を前提 と

して,地 球環境問題への対応を考慮 しつつ,

現実性のある最適なシステムを設計する。

さらに,こ れらの最適 システムの設計研究

の成果 を具体的なプロジェク トに応用す る研

究を行い,プ ラン ト設備や機器の開発に資す

る等部門的,総 合的見地からの研究を行 う。

〔原子力関係〕

(1)核 燃料サイクルに関する調査研究

・プル トニウム等の利用方策に関す る調

査研究

・使用済核燃料管理 システムに関す る調(9)

査研究

(2)高 レベル放射性廃棄物の処理 ・処分に

第23巻 第1号(2000)-75一

関する調査研究

・社会的受容 を念頭においた処分概念に

関する調査研究

・教育および広報素材に関す る調査研究

(3)次 世代原子炉に関す る調査研究

・高速増殖炉の新概念,新 技術に関する

調査研究

・高温ガス炉プラン トの位置づけ
,可 能

性に関する調査研究

・次世代炉開発に関す る調査研究

(4)将 来型軽水炉に関す る調査研究

・将来型軽水炉の設計,要 素技術に関す

る調査研究

(5)原 子力施設の廃止措置技術等に関する

調査研究

・原子炉廃止措置実施の環境整備に関す

る調査研究

(6)原 子力安全に関する調査研究

・原子炉 シミュレーション手法高度化に

関す る調査研究

・BWRサ ブチャンネル解析手法に関す

る調査研究

・原子力発電所の高経年化対策技術課題

に関する調査研究

(7)原 子力分野における情報技術の応用に

関す る調査研究

(8)原 子力の社会的受容性に関する調査研

究

・放射性廃棄物処分の社会的合意形成に

関する調査研究

・原子力発電に対する公衆の意識構造に

関する調査研究

原子力災害対策強化に伴 う防災 ・研修

等に関する調査研究

⑩ 原子力開発利用政策に関する調査研究



・原子力技術開発政策に関す る調査研究

・国際協力のあり方に関す る調査研究

〔化石燃料関係〕

(1)石 油系エネルギーに関す る調査研究

・大気改善に向けた自動車および燃料技

術開発プログラムの評価に関す る調査

研究

・低公害型 自動車燃料の開発 ・利用等に

関す る調査研究

(2)石 炭の利用技術に関す る調査研究

・石炭水素添加ガス化技術開発に関する

調査研究

・高温コー クス炉ガス顕熱利用技術に関

す る調査研究

(3)天 然ガスに関する調査研究

・ガスハイ ドレー トの利用に関する調査

研究

・メタンハイ ドレー ト利用の国際協力技

術に関す る調査研究

〔新エネルギー ・エネルギーシステム関係〕

(1)再 生可能エネルギー ・革新エネルギー

に関する調査研究

・水素利用国際 クリーンエネルギー シス

テム技術(WE-NET)に 関する調査研

究

・風力発電の出力変動の平準化に関す る

調査研究

・沿岸地域における再生可能エネルギー

(風力)発 電システムに関す る調査研

究

(2)新 発電技術に関す る調査研究

・ガス化溶融廃棄物発電技術に関する調

査研究

・溶融炭酸塩型燃料電池の産業用途への

適用性評価に関する調査研究

・加圧型固体電解質型燃料電池の開発動

向,評 価に関する調査研究

・固体高分子型燃料電池に関する調査研

究

・コジェネレーションの普及実態に関す

る調査研究

(3)電 力貯蔵技術 に関する調査研究

・キャパシタによる電力貯蔵技術に関す

る調査研究

(4)将 来の電力需要等に関する調査研究

・民生用電力需要における負荷平準化対

策の影響に関す る調査研究

(5)省 エネルギーに関する調査研究

・高効率 カスケー ド型エネルギー利用 シ

ステムに関す る調査研究

(6)電 気 自動車等 クリーンエネルギー 自動

車に関する調査研究

〔地球環境関係〕

(1)地 球温暖化対策技術等に関する調査研

究

・地球温暖化問題に対す る国際的な対応

策

・政策に関する調査研究

・石炭 ・天然ガス活用型二酸化炭素回収 ・

利用技術 に関する調査研究

・超重質燃料油による環境影響 と対策技

術に関する調査研究

(2)廃 棄物 ・リサイクルに関する調査研究

5.前 三号の研究に係 る試験について

前三号の研究に伴 う材料,要 素,機 器等の
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試験を随時行 う。

6.前 各号の調査,研 究,試 験の成果に係 る

資料の作成,整 備,提 供 について

一総合工学シンポジウム,月例研究会等)

の開催

(4)研 究活動などのホームページによる紹

介

前各号の事業で得 られた成果のうちか ら,

技術情報 として有用度の高いものを目的に応

じて速やかに編集し,利 用者に提供する。 さ

らに,こ れらの研究成果は出版,寄 稿・投稿,

講演会,学 会発表等により公表 し,広 く利用

に供す ることとする。

また,そ れぞれの 目的に応 じたエネルギー

の開発,供 給,利 用に係 る技術指導を行い,

人材 を養成す るなどエネルギー技術に関する

指導,普 及,啓 発に努めることとする。

(1)技 術情報の編集,整 備,提 供(新 エネ

ルギーの展望 シリーズ等)

(2)定 期刊行物(季 報)の 出版

(3)エ ネルギー技術普及講演会(エ ネルギ

7.そ の 他

エネルギーの開発,供 給,利 用の円滑な展

開を図るためには産 ・学 ・官一体 となった協

力体制 を整 え,効 率的に機能 させることが重

要である。本研究所は,こ のような観点に立

って,エ ネルギー技術上の諸問題について,

各所の専門家による討論 と情報交流を行 う場

を提供 し,責 任ある,し かも時宜に適 した新

しいエネルギー技術政策について提言を行 う

こととする。

また,海 外の研究機関 との交流 ・連携 を深

め るとともに,国 際プロジェクトへの参画等

により,国 際協力事業の一端 を担う。
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● 行 事 案 内 ●

第17回 エ ネル ギ ー総 合 工 学 シ ンポ ジ ウ ム

テ ーマ:『 小 型 分 散 電 源 の 時 代 は 来 るか』(仮 題)

一 マ イ ク ロ ガ ス タ ー ビ ン
,燃 料 電 池 の 普 及 見 通 し一

《基 調 講 演 〉 「21世紀 の エネ ル ギー シス テム にお け る分 散電 源 の役 割」

東京大学 名誉教授 茅

《講 演 》 「電 力 自由化 と分 散型 電 源」

(財)電力中央研究所 上席研究貝 研究参事 矢 島

《講 演 〉 「固体 高分 子 型燃 料電 池 の開発 動 向 と実用化 の 見通 し」

㈲燃料電池開発情報センター 常任理事 本 間

《講 演 〉 「マイ ク ロガス ター ピンの開発 動 向 と実用化 の 見通 し」(仮 題)

東海大学 工学部 教授 伊 藤

《パ ネル 討論 》 「小型 分散 電 源へ の期 待 と普及 の ため の課題 』(仮 題)

〈司 会〉 栗 原 史郎(一 橋大学 商学部 教授)

〈パネリス ト〉 伊 東 弘一(大 阪府立大学 大学院工学研究科

(五十音順)白 土 良一(東 京電力(株)常 務取締役)

松 村 幾敏(日 石三菱(株)技 術開発部長)

山 口 靖 之(東 京ガス(株)専 務取締役)

(なお,パ ネ リス トにっ いては変更の可能性 があ ります)

[

之

也

根

陽

正

琢

高

教授)

日 時:平 成12年7月6日(木)IO100～17=00

会 場:東 商 ホ ー ル 東京商工会 議所 ビル4F千 代 田区丸の 内3-2-2

参 加 費=無 料

問 合 先=側)エ ネ ル ギ ー 総 合 工 学研 究 所 シ ン ポ ジ ウ ム事 務 局

電話:03-3508-8894/E-mai1:ykaneko@iae.or.j .p/FAX:03-350H735
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研究所の うごき

(平成12年1月1日 ～4月1日)

◇ 第9回 評議員会

日 時:3月9日(木)12:00～13110

場 所:経 団連会 館(9階)902号 室

議 題:

第一 号議 案 理 事 お よび監事 の選 任 につ い

て

第二 号議 案 評 議員 の一 部 交替 につ い て

第三 号議 案 平 成12年 度 事 業計 画 お よび収

支 予算(案)に つ い て

第 四号議 案 その他

◇ 第53回 理事会

日 時 二3月15日(水)12二 〇〇～13二10

場 所:経 団連会 館(9階)901号 室

議 題:

第一 号議 案 平 成12年 度 事業 計 画お よび収

支 予算(案)に つ い て

第 二号議 案 理 事4役 の互選 につ いて

第三 号議 案 評 議員 の一 部 交替 につ い て

第 四号議 案 顧 問 の委 嘱 につ いて

第 五号 議案 事 務局 長 の委 嘱 につ いて

第六 号議 案 その他

◇ 第44回 企画委員会

日 時:2月9日(水)10:00～13:00

場 所:新 橋SYビ ル7階 会 議室

議 題:

(1)最 近 の事業 概要 につ いて

(2)最 近 の調査 研 究 の状 況 と今 後 の展 開 に

つ い て

(3)そ の他

◇ 月例研究会

第176回 月例 研 究 会

日 時:1月28日(金)14:00～16:00

場 所:航 空 会 館7階702・703会 議 室

第23巻 第1号(2000)

アーマl

L日 本における廃棄物処理新技術とエネル

ギー利用の方向

(東京都立大学 名誉教授 千葉工業大学

機械工学科 教授 平山直道氏)

2.バ イオマスエネルギーの現状と将来

(㈱三菱総合研究所 科学技術研究セン

ター エネルギーシステム研究部 研究

員 井上貴至氏)

第177回 月例 研 究会

日 時:2月25日(金)14:00～16:00

場 所:航 空会館7階702・703会 議室

アーマ:

L新 エ ネ ルギー の課題 と展望

(㈱電 力 中央研 究所 経 済社 会研 究 所

上 席研 究 員 内 山洋 司氏)

2.日 本 の長期 エ ネ ルギー 需給 見通 し と課題

(働 日本 エ ネ ル ギー経 済 研 究所 計 量分

析 部 計 量分析 グルー プ 主任 研究 員

石 田博 之 氏)

第178回 月例 研 究会

日 時:3月31日(金)14:00～16:00

場 所:東 海大 学校 友会館 朝 日 ・東 海 の間

(霞 ケ関 ビル33階)

アーマ:

1.電 力 自由化 に関 す る海 外 の動 向

(㈹海 外 電力調 査会 調 査部 主 管研 究員

井上 寛 氏)

2。 わ が国 にお け る電力 市場 自由 化 の動 向 と

課題

(働電力 中央研 究 所 経 済社 会研 究所

研 究 参事 矢 島正 之 氏)

◇ 主なできごと
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1月5日(水)・ 第2回IPCC等 に お け る地 球 温

暖化 対 策技術 に関す る調査 検 討

委員 会

17日(月)・ 第2回 沿岸地 域再 生 エ ネル ギー

研究 委 員会

18日(火)・ 第2回 産 業構 造 変化 が電 力需 要

に及ぼ す影響 分析 調査 委 員会

25日(火)・ 第2回 民生用 電 力需 要動 向分 析

調査 委 員会



1月28日(金)・ 第2回WE-NET革 新 委 員会

31日(月)・ 第2回 電力 技術 戦略 策定 委貝 会

2月10日(木)・ 第3回 高温 ガ ス前処理 技 術調 査

委員 会

15日(火)・ 第2回 資源 ・エ ネ ル ギー 総 合技

術 戦 略研 究会

・第4回 エネ ル ギー環 境予 測検 討

委員 会

22日(火)・ 第3回 温室効 果 ガ ス実測 調査 委

員会

24日(木)・ 第3回WE-NET革 新 委員 会

29日(火)・ 第1回 長 期 エネ ル ギー技 術戦 略

調査 委 員会

・第1回 中期 エネ ル ギー技 術戦 略

調査 委 貝会

3月8日(水)・ 第2回WE-NET安 全 委員 会

9日(木)・ 第2回WE-NETシ ス テ ム評価

委員 会

・第2回DSM技 術検 討 委 貝会

10日(金)・ 第2回 長 期 エネ ル ギー技 術戦 略

調査 委 員会

13日(月)・ 第3回 電力 技術 戦略 策定 委員 会

15日(水)・ 第3回 超 重質 燃 料油 利用 技術 調

査 委 員会

21日(火)・ 第3回 沿岸地 域再 生 エ ネル ギー

研 究 委 員会

22日(水)・ 第1回 含 酸素 燃料 に係 わ る調査

委員 会

23日(木)・ 第3回 電力 負荷 平準化 用 キャパ

シタ シス テム実 証調査 作 業会

・第3回 民生用 電 力需 要動 向分 析

調査 委貝 会

・第3回 廃 棄物 ガ ス化 溶融 発電 技

術 開 発評価 委 貝会

24日(金)・ 第3回 産 業構 造変 化 が電 力需 要

に及 ぼす 影響 分析 調査 委 員会

・第3回 資 源 ・エ ネル ギー 総合 技

術 戦 略研 究会

28日(火)・ 第2回 大気 改善 のた めの 自動車

及 び燃 料評 価委 貝会

29日(水)・ 第2回 非在 来 型天 然 ガス基礎 調

査 委員会

・第3回 長期 エ ネル ギー 技術 戦略

調査 委 員会

・第2回 長期 エ ネル ギー 技術戦 略

調査 委員 会

◇ 人事異動

01月31日 付

(出向解除)

楠野 貞夫

02月1日 付

(採用)

楠 野 貞夫

02月15日 付

(出向解 除)

高柳 英彰

02月15日 付

(出向採 用)

山中 康 慎

03月31日 付

(出向解 除)

兼 子 弘

津 田 潤

(退職)

村野 徹

松沢 忠弘

04月1日 付

(出向採用)

長谷川 清

松下 和海
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(プロ ジェ ク ト試 験研 究部

副 主席研 究員)

プロジェクト試験研究部

専門役

(プロジェクト試験研究部

主任研究員)

プロジェクト試験研究部

主任研究員

(プロジェクト試験研究部

副主席研究員)

(プロジェクト試験研究部

主管研究員)

(プロ ジェ ク ト試 験研 究部)

(プロ ジェ ク ト試験 研 究部

専 門役)

プロジェクト試験研究部

主管研究貝

プロジェクト試験研究部

主管研究貝

(昇任)

蓮池 宏 プロジェクト試験研究部

主管研究員兼部長補佐

季報エネルギー総合工学
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21世紀 とエネルギー戦略

通商産業省 資源エネルギー庁 長官官房審議官 藤 冨 正

(財)エネルギー総合工学研究所 理事長 秋 山

分散型電源としてのマイクロガスター ビンの開発状況 について

東海大学 工学部 教授 伊 藤 高

低品位炭改質技術に関する調査
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発電用燃料としての利用に向けて一
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主任研究員 上 西

(財)地球環境産業技術研究機構 化学的CO、固定化研究室

主席研究員 丹 羽

クリーンエネルギー自動車 レポー ト(第6報)

一 水素燃料電池自動車の導入シナ リオ(2)一

主任研究員 蓮 池

でんばつ 沖縄やんばる海水揚水発電所
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編集後記

本 号 の巻頭 言 は,日 本 エ ネル ギー経 済研

究所 の坂 本 吉弘理 事 長 に,寄 稿 いただ い た。

部分 的 なが ら電 力小 売 自由化 が去 る3月 実

施 され た時期 で もあ り,実 に大切 な点 をタ

イ ミング良 くご指 摘 い ただ いた。座 談会 は,

「水 素 エ ネル ギー時代 へ の展 望 を語 る」 と

い う題 目で,関 係 者 に参加 頂 い た。東 京工

業大 学 の 岡崎 健教 授,工 業技 術院 の増 田勝

彦研 究 開発 官,NEDO/HAB室 の徳下 善孝

室長,エ ン ジニ ア リング振興 協会 の 岡野一

清 研 究 理 事,そ れ に 当所 よ り福 田健 三 マ

ネー ジャ であ る。WE-NETの 第II期 成 果

を踏 まえて,水 素 エ ネ ル ギー 全般 の位 置づ

け,展 望 が紹 介 され て い る。

外 部 か らは,平 山直道 東京都 立 大学 名誉

教授 に 「日本 におけ る廃棄 物 処理新 技 術 と

エ ネル ギー 利用 の動 向」を寄稿 いた だい た。

近年 廃棄 物 ガ ス化 溶 融技術 が 注 目されて い

るが,同 技術 の 中か ら代 表的 方式 が 同氏 の

見解 とともに紹 介 され てい る。当所 か らは,

原 子力 関係 で は,河 本治 巳副 主席研 究 員 の

「高 レベ ル放 射性 廃棄 物 処分 を巡 る最 近 の

国際 動 向」,新エ ネ ル ギー 関係 では,鈴 木 昭

男主 任研 究員 の 「産業 用MCFC発 電 の環=境

影響 評価 」,化石 エ ネル ギー 関係 で は,片 山

優 久 雄部 長 の 「プ ロセ ス開発 とシ ミュ レー

ター 」 を掲載 した。 い ずれ も,当 所 にお け

るこれ までの検 討,研 究 成果 か らその一部

を紹 介す る もの で あ る。

さて,近 年 地球 の 気温 が上 昇 しっつ あ る

こ とは,今 や 事実 と して認識 され るよ うに

なって きた。1999年 度 の気象庁 異常 気 象 レ

ポー トで も,「 過 去100年 間に世 界 で0.6℃,

日本 で は約!℃ 上 昇 し た」 と報 告 され て お

り,ま たIPCC(気 候 変動 に関 す る政 府 間パ

ネ ル)が 現在 とりま とめ 中の 第3次 報 告書

(発行2001年 予定)で も,21世 紀 末の 温度

は従 来予 測 よ り高 くな る可能 性が検 討 され

て い る といわれ る。更 に,3月 に発行 され た

ワー ル ドウォ ッチ2000年 地球 白書(日 本 版)

に お いては,温 暖化傾 向 とその影響 は,同

書発 刊 時(1984年)予 測 に比べ 悪化 して い

るこ と,特 に今 回 は水 の大量 汲 み上 げ等 に

よ り世 界規 模 で地 下水 の 減 少傾 向 が 見 ら

れ,こ の ま まで は食料 不 足が 早晩大 きな 問

題 とな るこ とを懸念 してい る。 日本 は,食

料 自給率 約40%,ま た一 次エ ネ ルギー 輸入

依 存度 は実 に81%に も上 る資 源小 国,消 費

大 国 であ り,地 球 環 境面 で貢 献 で きる もの

が ない のだ ろ うか。 なか なか胸 を張 って こ

れ といえ る もの は思 い 当た らな い。 しか し

見 方 を変 え る と,日 本が 推進 してい る脱石

油,省 資源 ・省 エネ ル ギー,さ らに は資源

循 環 型社 会へ の 取組 み も,期 す る所 日本 の

み でな く地球 環境 面 で も立派 に貢献 して い

るので は なか ろ うか 。 そ う考 え る と,多 少

安堵 す る と同時 に その着 実 な達 成 の重 要 さ

を改め て思 わ され る。 小 川紀 一郎 記
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